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1. プロジェクトの基本情報 

1-1.  対象国  

 キルギス共和国 
 
1-2.  プロジェクト名 

 林産品による地方ビジネス開発プロジェクト 
 
1-3.  プロジェクト実施期間  

 2015 年 9 月～2019 年 11 月  
 
1-4.  プロジェクトの背景  

 キルギス共和国は効率的な森林管理の実現のため、森林における生産事業の民営化を含

む改革を開始した。そのひとつとして、営林署（Forestry Enterprises、以下「FE」）、村役場

（Ail-Okumotu、以下「AO」）、森林利用者（JFMテナント）1の三者合意に基づいて森林利

用者が森林管理を担う「共同森林管理（Joint Forest Management、以下「JFM」）」制度が導

入された。 
 これに対し、JICA は 2019 年 1 月から 5 年間にわたり、環境保全林業庁（State Agency for 
Environmental Protection and Forestry、以下「SAEPF」）と地方自治・民族間関係庁（State Agency 
for Local Self Governance and Interethnic Relations、以下「SALGIR」）をカウンターパート機

関とし、「共同森林管理実施能力向上プロジェクト」を通じた技術協力を実施した。同プロ

ジェクトでは JFM ガイドラインを開発するとともに、10 ヶ所で JFM を推進するためのパイ

ロットプロジェクトを行った結果、JFM による植林面積の増加、林産品としてのアプリコ

ットの販売を通じた収入増加など成功事例が観察された。さらには SAEPF により、JFM ガ

イドラインをもとに JFM に関する規則の制定作業が開始された。 
 このような状況のもと、キルギス政府から日本政府に対して新たな技術協力プロジェク

トの実施が要請された。果物を含む林産品の生産性と販売を増加させるためのビジネスモ

デルをパイロットプロジェクトの実施を通じて開発し、地域住民を含む関係者による JFM
への理解を深めると同時に住民の生計を向上させることを期待するものであり、本要請を

受けて「林産品による地方ビジネス開発プロジェクト」が実施されることとなった。 
 
1-5.  上位目標およびプロジェクト目標  

 
＜プロジェクト開始時点の目標＞ 
 上位目標：  JFM を活用した林産品ビジネスモデルが全国で振興される。 
 プロジェクト目標：  JFM を活用した林産品ビジネスモデル振興体制が対象の各州で確

                                                        
1 国有林地内には大別すると、林地を借り受けて利用する人々や組織と、借地せず許可を得て林地内の資

源を利用・採集する人々や組織の 2種類が存在する。本和文報告では両者をまとめて「森林利用者（forest 

users）」と呼称し、前者のみを意味する場合は「テナント（tenants）」もしくは「JFMテナント」と記載

している。 
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立され、全国林産品ビジネス行動計画が全国のステークホルダー

間で共有される。 
 
＜変更（2018 年 9 月 4 日）後の目標＞ 
 上位目標：  林産品ビジネス振興事業が全国の営林署で実践される。 
 プロジェクト目標：  林産品ビジネス振興体制がターゲット営林署において改善され、

その経験が SAEPF および全国のステークホルダー間で共有され

る。 
 
1-6.  実施機関 

 環境保全林業庁 State Agency for Environmental Protection and Forestry (SAEPF)  
 
1-7.  プロジェクト対象地域 

 キルギス北部 3 州（イシククリ州、タラス州、チュイ州）とビシュケク市 
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2. プロジェクトの実施結果 

 
2-1.  投入実績 

2-1-1.  日本側の投入（計画と実績） 

 日本側の投入は表 1 に示すとおりである。 
 

表 1 日本側の投入 

計画 実績 

1. 専門家の派遣 

・総括 

・ビジネスプラン開発 
・森林管理／林産品生産 

・林産品市場流通 

・業務調整 
・研修 

・果樹栽培 

1. 専門家の派遣 

・総括 

・ビジネスプラン開発 
・森林管理／林産品生産 

・林産品市場流通 

・業務調整 
・研修 

・果樹栽培 

2. 本邦及び／または第三国におけるカウンタ

ーパート研修 

3. 資機材 

・プロジェクトの関連資機材 
4. プロジェクト実施経費 

2. 本邦及び／または第三国におけるカウンタ

ーパート研修  

3. 資機材 

・プロジェクトの関連資機材 
4. プロジェクト実施経費 

 
2-1-2.  キルギス側の投入（計画と実績） 

キルギス側の投入は表 2 に示すとおりである。 
 

表 2 キルギス側の投入 

計画 実績 

1. カウンターパート （C/P）の配置 
・プロジェクトダイレクター（SAEPF) 

・プロジェクトマネージャー（SAEPF) 

・リエゾンオフィサー（SAEPF) 
・SAEPF／ターゲット営林署のその他のカウ

ンターパート 

1. カウンターパート （C/P）の配置 
・プロジェクトダイレクター（SAEPF) 

・プロジェクトマネージャー（SAEPF) 

・リエゾンオフィサー（SAEPF) 
・SAEPF／ターゲット営林署のその他のカウ

ンターパート 

1) 林産品生産 
2) 林産品加工 

2. 設備や機材の供与 

・プロジェクト事務所及び SAEPF のガレージ

などの必要設備 

2. 設備や機材の供与 

・プロジェクト事務所及び SAEPF のガレージ

などの必要設備 
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3. キルギス側による運営管理およびコストシ

ェア 
・プロジェクト活動実施のための C/P の旅費・

日当 
 
 

・事務所の運営経費 

3. キルギス側による運営管理およびコストシ

ェア 
・プロジェクト活動実施のための C/P の旅費・

日当。一部 SAEPF より支給（スタディツア

ー、第 1～3 回セミナーおよび全国セミナー

は日本側から支給）  
・事務所の運営経費 

 
2-1-3.  プロジェクトの活動 

 活動計画と実績の概要 (1)

 プロジェクト活動の概要は表 3 に示すとおりである。 
 

表 3 活動計画と実績の概要 

計画 実績 

1-1 既存の市場調査結果をレビューする。 既存の市場調査結果をレビューした。 

1-2 全国のベースライン情報（有望な林産品

の生産と市場、社会経済状況、JFM の実

践状況等）を収集し、取りまとめる。 

再委託先である Central Asia International 
Consulting (CAI)社によって、2016 年 1 月より

ベースライン調査が行われた。調査で収集され

た情報をもとに、2016 年 8 月にベースライン

調査報告書が作成された。 

1-3 林産品ビジネス活動に関するプロポーザ

ル提出について、対象 3 州の全営林署に

対して説明会を開催する。 

2015 年 12 月、チュイ州・タラス州・イシクク

リ州の地方事務所（territorial office）で説明会

が開催された。 

1-4 全営林署による林産品ビジネス活動に関

するプロポーザル提出を支援する。 

2016 年 1 月から 4 月にかけ、対象 3 州の 14 営

林署に対し、プロポーザル作成指導を行った。 

1-5 ターゲット営林署の選定に当たり、営林

署によって提出されたプロポーザルをレ

ビューする。 

11 営林署からプロポーザルが提出され、プロ

ジェクトの支援のもと最終化された。 
 

1-6 ターゲット営林署を選定する。 3 州にある 12 のターゲット営林署が選定され、

JCC 会合で承認された。 

1-7 有望な林産品と市場を特定する。 リンゴ、アプリコット、シーバクソン、ベリー、

松ぼっくり、ハーブなどが有望な対象林産品と

して特定された。また、キルギス国内、カザフ

スタンやロシアが有望な市場と確認された。 

2-1 ベースライン情報に基づいてターゲット

営林署 における林地の活用を確認する。 

管轄内にある林地の活用方法がターゲット営

林署によって決定された。 

2-2 ターゲット営林署が林産品ビジネス計画

（営林署ビジネスサブプラン）を策定す

る。  

林産品ビジネス計画の一部として営林署ビジ

ネスサブプランが、プロジェクトの支援のも

と、ターゲット営林署によって策定された。 
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2-3 林産品ビジネス計画（営林署ビジネスサ

ブプラン）の実施のための支援活動を行

う（生産強化・市場流通支援等）。 

共同森林管理（JFM）を通じた国有林地リース、

および林産品生産ビジネス、林産品加工・流通

ビジネスに関する支援活動が行われた。 

2-4 ターゲット営林署における林産品ビジネ

ス活動の実施状況をモニターする。 

ターゲット営林署における林産品ビジネス活

動が森林局（DFED）と本プロジェクトによっ

てモニターされ、半年ごとに SAEPF と JICA に

報告された。 

3-1 ターゲット営林署および SAEPF の職員を

対象に、林産品ビジネス振興のために必

要な研修を実施する。 

林産品生産や林産品加工・流通に関する国内研

修、第三国研修、本邦研修が、ターゲット営林

署や SAEPF の職員、森林利用者に対して実施

された。 

3-2 林産品ビジネス振興のためのハンドブッ

クを作成する。 

林産品生産・加工／流通ビジネスに関する 6 タ

イトルの技術ハンドブックがロシア語とキル

ギス語で作成された。  

3-3 林産品ビジネス振興にかかる事例をとり

まとめる。 

林産品生産・加工ビジネスに関する 2 タイトル

の事例集がロシア語で作成された。 

3-4 林産品ビジネス振興にかかるハンドブッ

クと事例を全国の営林署職員やステーク

ホルダーと共有するためのセミナーとス

タディツアーを実施する。 

林産品ビジネス振興にかかる技術的な情報と

ターゲット営林署の経験を共有するため、3 回

のセミナー、2 回のスタディツアー、1 回の全

国セミナーが営林署職員やステークホルダー

に対して実施された。 

 
 成果 1の達成のための活動  (2)

 本プロジェクトは開始後、まず成果 1「全国の林産品の生産と市場を含む営林署の現況が

明確になる」の達成にむけた活動に取り組んだ。以下に述べるとおり、主に「ベースライ

ン調査の実施」と「各営林署からのプロポーザルに基づいたターゲット営林署の選定」に

関する一連の活動を実施した。 
 

 ベースライン調査 1)
 2016 年 1 月から 8 月にかけ、既存の全国的な市場調査結果のレビューを含むベースライ

ン調査をローカルコンサルタントの Central Asia International Consulting （以下、CAI 社）に

よる現地再委託によって実施した。同社は 2015 年 12 月、競争入札を通じて本プロジェク

トから本調査の再委託先として選定された。 
 本調査は以下の 4 点を主な目的とした。 
 

・ 既存の JFM テナントや将来的に参入が期待されるテナントに対し、JFM を通じ

た林産品ビジネスのフィージビリティを示す、魅力ある情報を提供する。 
・ 営林署に対し、国有林地内の森林資源に関する簡易な評価結果を含め、林産品

ビジネス計画（Forest Products Business Plan：FPBP）の策定のために必要な情報



 

6 
 

を提供する。 
・ SAEPF に対し、全国林産品ビジネス行動計画に含まれる JFM 実施ガイドライン

の策定や生産目標の設定のために必要な情報を提供する。 
・ 本プロジェクトのターゲット指標（テナントの増加率、JFM への申請数、テナ

ントの収入増加率など）の設定のために必要な情報を収集する。 
 
 本調査では、国家の森林資源管理に関する法規制をレビューしたうえで、バトケン州を

除く国内の全州の 8 営林署で社会調査を実施し、ほぼ全ての営林署に関する資料が収集さ

れた。更に、キルギス国内とユーラシア経済連合（Eurasia Economic Union: EEU）諸国の林

産品市場の現状と技術規則についても調査した。ベースラン調査報告書は 2016 年 8 月に完

成し、本プロジェクトに提出された。調査報告書の構成は下表のとおりである。 
 

表 4 ベースライン調査報告書の内容 

目次 

 第 1 章 自然・社会条件 

 第 2 章 林産品生産・市場に関する政策と制度 

第 3 章 国内およびユーラシア経済連合（EEU）市場の現状 

第 4 章 林産品に関する品質要件と基準について 
第 5 章 JFM テナントの現状とテナントによるビジネス 

第 6 章 国有林地の運営管理 

第 7 章 調査結果および提言 

 添付資料 

 
 営林署に対する説明会の開催とプロポーザル作成支援 2)

 本プロジェクトのターゲット営林署の選定に際し、北部 3 州（チュイ州、タラス州、イ

シククリ州）の計 14 の営林署 2は「林産品ビジネス計画（Forest Products Business Plan、以

下「FPBP」）の立案に関するプロポーザルを作成し、そのなかでJFMを通じた林産品ビジネ

ス振興に関する彼らの計画を示すことが求められた。 
 2015 年 12 月、本プロジェクトは対象各州の地方事務所（territorial office）で 14 営林署向

けの説明会を開催し、プロポーザルの作成方法について説明を行った。この際、本プロジ

ェクトは複数のビジネスモデルの推進を想定しており、特に「民間企業による果物生産加

工ビジネス」の推進に向けた取り組みを優先的に支援していく方針であることを説明した。

2016 年 1 月から 4 月にかけ、本プロジェクトは 14 営林署を繰り返し訪問し、プロポーザル

作成のための指導を行った。  
 

 ターゲット営林署の選定 3)
 2016 年 4 月末までに 14 営林署のうち 11 営林署からプロポーザルが提出された。しかし

                                                        
2 正確には 13 の営林署と 1 つの森林事務所（アクスー）だが、本プロジェクトの運営や報告上では便宜的

に全てを総称して「営林署」として扱っている。 
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ながらそのほとんどは内容が不完全であるうえ説明も適切に記載されておらず、情報の質

と量の両面で本プロジェクトが求める最低の水準を満たしていなかった。その主な理由と

しては、営林署の基本的なロシア語能力の不足、本プロジェクトのコンセプトに対する不

十分な理解、プロポーザルを作成するための時間と能力の不足、営林署幹部のリーダーシ

ップの不足などが挙げられる。 
 このため、本プロジェクトは営林署職員からの聞き取りや新規リース候補サイトへの訪

問、二次データのレビューなどを通じて追加的に情報を収集し、営林署の提案内容を集約

した。プロジェクトからの提言を踏まえ、結果として 11 営林署から大きく分けて下記の 4
種類のビジネスモデルが提案された。 
 
• A: 地域住民による果物ビジネス（2 営林署が提案） 
• B: 民間企業による果物ビジネス（6 営林署が提案） 
• A+B: 果物ビジネスのクラスター形成（4 営林署が提案） 
• C: 地域住民による非木材林産品ビジネス（6 営林署が提案） 
 
 果物ビジネスについては、リンゴ、アプリコット、プラム、洋ナシ、アーモンドなどが

可能性のある対象林産品としてプロポーザル上で提案された。非木材林産品ビジネスでは、

シーバクソン、松ぼっくり、キノコ、イヌバラなどが対象として挙げられた。また、これ

らのビジネスの推進のためにリースあるいは利用に供される国有林地として 21 の候補サイ

トが特定され、提案された。 
 2016 年 5 月に開催された第 2 回 JCC 会合において、プロポーザルを提出した 11 営林署の

全てがプロジェクトのターゲット営林署として選定された。2017 年 5 月には、JCC の決定

によりフルンゼ営林署がさらにターゲット営林署に追加された。2019 年には、SAEPF によ

って実施された営林署の組織改編により、本プロジェクトのターゲット営林署もいくつか

が統合され、最終的には 10 営林署がターゲット営林署となった。 
 

 成果 2の達成のための活動 (3)

 成果 2「対象 3 州のターゲット営林署において林産品ビジネス振興活動が実践される」の

達成に向けて、本プロジェクトは以下の活動を実施した。 
 

 林産品ビジネス計画の策定支援  1)
 2016 年 7 月、本プロジェクトの支援を通じて各ターゲット営林署の林産品ビジネス計画

（営林署ビジネスサブプラン）が策定され、第 3 回 JCC 会合で正式に承認された。 
 「林産品ビジネス計画」とは今後各ターゲット営林署の国有林地内で林産品を活用した

ビジネスをどのように促進するかを示した 3 年計画であり、各営林署の計画である「営林

署ビジネスサブプラン「営林署サブプラン」）」と JFM テナントの計画である「JFM テナン

トビジネスサブプラン（以下、「テナントサブプラン」）」より構成される。ただし、テナン

トサブプランはテナント確定後に追加的に作成されるものとし、ここでは各営林署のプロ

ポーザルをもとにした「営林署サブプラン」のみが策定された。 
 営林署サブプラン上では、各営林署が対象サイトでビジネスモデルを開発し、テナント
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を選定のうえ、彼らの林産品ビジネスを支援することが目的として設定され、営林署のリ

ース収入やリース地の総面積、テナント数の増加に関する目標値も設定された。同計画に

示された各営林署の対象サイトと対象ビジネスの概要は添付資料 5 に示すとおりである。 
 本プロジェクトはその実施期間を通じ、営林署サブプランと、その後に森林局（DFED）

と営林署から追加的に提案された活動の実施を支援した（活動 2-3）。以下に示すとおり、

これらの支援は主に「共同森林管理制度（JFM）を通じた国有林地リース」「林産品生産ビ

ジネス」「林産品加工・流通ビジネス」の 3 分野に対応する内容となった。 
 

 共同森林管理制度（JFM）を通じた国有林地リースへの支援 2)
 ターゲット営林署の管轄地域において民間企業による果物の生産加工ビジネスを振興し

ていくため、本プロジェクトはまず営林署による民間セクターへの国有林地のリースを促

進するための活動を支援した。 
 
  a) ビジネスフォーラムの実施  
 2016 年 8 月、SAEPF はコンサルタントチームの支援のもと、ビシュケク市内で「非木材

林産品による地方ビジネス開発」フォーラム（以下、「ビジネスフォーラム」）を開催し、

民間セクターや援助機関の関係者を含む約 70 名が参加した。 
 同フォーラムは、本プロジェクトの活動、11 営林署による国有林地リースや林産品ビジ

ネス促進の計画、既存テナントや企業のビジネス実践例などについて、特に民間企業や個

人起業家の関心を呼び集めることを主な目的とした。フォーラムの終盤に設けた質疑応答

のセッションでは、ほとんどがアイル銀行の融資プログラムに関する質疑に集中した。果

物生産ビジネスでは果樹が育ち収益を生みだすまでに数年の期間を要するが、フォーラム

開催時はこうした果実生産者特有の資金需要サイクルに柔軟に応じる形で設計された融資

サービスはなく、支払金利や担保条件も生産者にとって有利とは言えない状況にあった。 
 会場で参加者に配布したアンケートでも、国有林地のリースへの参加を考えるうえでの

懸念点（discouraging factor）として「初期投資コストの高さ」という回答が最も多くあげら

れた。林産品ビジネスの促進にあたっては、民間企業や個人起業家に対する金融サービス

の改善が１つの大きな課題となることが改めて浮き彫りになった。  
 
  b) 国有林地リースのための競争入札実施支援（チュイおよびカラコル営林署） 
 2016 年 5 月から 2017 年 4 月にかけ、本プロジェクトはチュイ営林署とカラコル営林署の

管轄地域内の 3 サイトで国有林地リースのためのインベストメント競争入札の計画と実施

を支援した。入札の主な目的は、国有林地の JFM に民間企業を参入させ、特にリンゴやア

プリコットなど果物を中心とした林産品のビジネスへの投資を促すことにあった。入札の

結果は表 5 に示すとおりである。  
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表 5 プロジェクトが支援したインベストメント競争入札の結果 

 
 
 アクベシムおよびシャムシーサイト（ともにチュイ営林署）における入札 

 2016 年 5 月から 10 月にかけ、本プロジェクトはチュイ営林署の 2 つの対象サイト、アク

アクベシムとシャムシーにおけるインベストメント競争入札の実施を支援した。主な支援

として、GPS 測量によるリース対象地域と区画の特定、土壌調査、入札参加者への情報提

供を目的とした果樹園開発にかかる財務分析、入札条件の決定、入札図書の作成などを行

った。 
 チュイ営林署が各サイトで地域住民との事前コンサルテーションを開催した後、入札条

件が確定し、テナント選定のための入札は 2016 年 9 月末から 10 月末にかけて行われた。

この結果、アクベシム（183 ヘクタール）では民間企業である「SEZ group」社、シャムシ

ー（88 ヘクタール）では「DST mining」社がそれぞれテナントとして選定された。  
 しかしながら、入札時に提案されていた多額の投資計画に反し、リース地では両テナン

トによる新規果樹園開発のための投資が未だに開始されていない。 
 
 ジルガラン・サイト（カラコル営林署）における入札 

 本プロジェクトはチュイ営林署への支援と同様の方法で、カラコル営林署によるジル

ガランサイト（28 ヘクタール）のインベストメント競争入札の実施を支援した。ただ

し、チュイ営林署での入札実施経験から得られた教訓に基づき、入札参加者にとって入

札実施条件や応札書類の様式がよりわかりやすくなるよう、入札図書の内容をよりシン

プルなものとした。また民間企業の関心を集められるよう、本プロジェクトは全国紙と

地方紙に入札実施の広告を掲載した。新たに本プロジェクトのウェブサイトを開設し、

訪問者が入札図書と応札書類をダウンロードできる形とした。 

 しかし、カラコル営林署と本プロジェクトによるこのような努力に関わらず、2017

年 4月に締め切られるまでの入札期間の間、応札書類の提出はなかった。カラコル営林

署は必要投資額や年間リース料など入札参加者に求める条件を緩和したうえで 2017 年

6月に再入札を行ったが、応募書類の提出はなかった。 

  

営林署
対象

林産品
入札

実施期間
テナント

対象サイト
（面積）

1 チュイ 果物
2016/9/23
- 2016/10/25

民間企業
 “SEZ group”

アクベシム
 (183 ha)

2 チュイ 果物
2016/9/23
- 2016/10/25

民間企業

“DST mining”
シャムシー

 (88 ha)

3 カラコル 果物
2017/3/22
- 2017/4/19 応札者なし

ジルガラン

 (28 ha)

リース料/年
投資計画額

（テナントによる提
案額）

1,300 ソム/ha
(19 ドル)

152,313,570 ソム
(220万ドル)

- -

1,300 ソム/ha
(20 ドル)

84,753,170 ソム
(120万ドル)
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  c) 森林利用手続に関する新規則策定への支援 
 2017 年 1 月、DFED は GIZ の支援のもと「森林地のリースと利用に関する手続規則（2007
年 10 月 19 日付キルギス共和国政令 482 号）、 以下「リース規則」）」の改訂作業を実施す

る方針を打ち出し、本プロジェクトに対しても支援が要請された。 
 2017 年 5 月、DFED からの要請に基づき、本プロジェクトは新規則法案の国会承認前の

実施が手続として必要とされる「規制影響評価（RIA：Regulatory Impact Analysis）」を、環

境評価と経済分析の 2 名の現地専門家の配置を通じて支援した。本プロジェクトのコンサ

ルタントチームは DFED が作成した規則改訂案に対して提言を行ったほか、イシククリ州

とタラス州において市民から改訂案に対する意見や提言を得るための 2 回のパブリック・

コンサルテーションの実施を支援した。 
 2018 年、キルギス共和国政令 192 号「国有林地の利用手続の承認について（On approval of 
the Procedure for the Use and Disposal of the State Forest Fund）」により、新規則（以下、「国有

林利用規則」）が制定された。 
 

 林産品生産ビジネスに関する支援 3)
 国有林地のテナントを含む森林利用者は、林産品ビジネスの成功のための技術支援を必

要としている。営林署には技術的な助言を含むそのようなビジネス開発サービス（BDS）を

森林利用者向けに提供する役割が期待されるが、特に果物の栽培・加工・マーケティング

に関しては、営林署スタッフ自身の知識や能力が限られているのが現状である。このため、

本プロジェクトはターゲット営林署において森林利用者への各分野の研修の実施を支援し

た。 
 
  a) 果物栽培ビジネスのための季節研修の実施 
 ターゲット営林署の管轄地域におけるリンゴやアプリコットの生産ビジネスを振興する

ことを目的に、本プロジェクトは 2016 年 11 月から 2018 年 5 月にかけ、11 営林署において

講義と演習を組み合わせた季節毎の研修を断続的に実施した。  
 この研修は、営林署職員が果樹栽培技術を学ぶことで将来的にリース地の果物生産者に

対して技術的な助言を行うことが可能となるよう、テナントや地域の果物生産者（将来の

テナント候補者）のみならず、営林署職員自身をも対象とした。  
 テナントや営林署職員からの要望に応え、本研修は「果物栽培技術（剪定・接木技術な

ど）」「病虫害管理」「生物農薬の利用」「点滴灌漑」の 4 つを主な研修テーマとした（表 6
参照）。 
場合によっては、2 または 3 営林署からの参加者を 1 つの場所に招き、共同研修プログラ

ムとして実施する形をとった。研修の実施に際し、本プロジェクトはキルギス国内の様々

な機関から各技術の専門家を講師として動員した（表 7 参照）。 
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表 6 果物栽培ビジネスのための季節研修 

 研修科目 研修内容 

1 果樹栽培技術  講義では苗木と台木の接木技術、剪定、年間の果樹園管理の作業

工程と方法の基礎知識について説明した。 

 実践演習では播種、剪定、接木、リンゴ苗木の選び方、ボルドー

液を使った農薬利用などの方法が実演された。 

2 病虫害管理  講義ではイシククリ地域においてリンゴやアプリコットに被害を

及ぼしている 4 つの大きな病害とその対策に関する情報が提供さ

れた。ビデオ教材の視聴とグループ演習への参加を通じ、参加者

は講義内容への理解を深めた。 

3 生物農薬  「生物農薬」とは天敵となる昆虫の導入や微生物由来の製剤の利

用を通じて作物の病害虫の発生を低減する生物的防除法の総称で

あり、産品の安全性を高め、環境への負荷を抑える効果が期待さ

れている。 

 講義と演習は、トリコデルマ菌等の微生物を利用した植物成長調

整剤や殺虫剤の機能と使用法について学ぶ内容を中心としつつ、

天敵昆虫についても説明した。 

4 点滴灌漑  2017 年は屋内での研修が 6 営林署で実施され、参加者は天敵灌漑設

備の設置法や必要コストについて学び、講師とともに費用見積の演

習を行った。 
 2018 年は野外での研修が、本プロジェクトが試験圃場における点滴

灌漑設備の導入を支援した2営林署で実施され、設備の設置や調整、

洗浄法の実演が行われた。 

 
 

表 7 果物栽培研修の講師陣一覧 

 研修科目 講師 所属先 

1 栽培技術 Kubanychebek T. Turgunbaev Kyrgyz National Agricultural University 
(KNAU) 

 Sagynbek Aaliev Kyrgyz National Agricultural University 
(KNAU) 

 Azamat Kaseev Agro lead 
 Zaparova Maksat Alma KG 
2 病虫害管理 Tair Esenaly Uulu Manas University 
 Makhabat Konurbaeva Manas University 
 Saikal Bobusheva Manas University 
 Jajshylyk Duishenaliev Agro lead 
3 生物農薬 Zhanarkan Bakirova Kyrgyz Biotics Center 
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4 点滴灌漑 Nasyr Kanatbekov Kyrgyz Association of Forest and Land 
Users (KAFLU) 

 
 研修参加者数は添付資料 1 に示すとおりである。各営林署において、参加者はほとんど

の場合、講義内容や実演された技術に高い関心を示し、多くの質問を行うなど研修に活発

に参加する様子が見られた。 
 

 林産品加工・流通ビジネスに関する支援 4)
 2016 年策定の営林署サブプランによれば、アクスー、バリクチ、タラスの 3 営林署が、

「住民組織（CBO：Community-Based Organisation）による林産品ビジネスの促進」もしく

は「民間セクターからの投資による果物加工施設の設立の促進」を通じて林産品加工ビジ

ネスを振興することを目指している。本プロジェクトは食品衛生、果物加工やマーケティ

ング分野の現地コンサルタントを動員しつつ、彼らの活動を支援した。 
 
  a) 住民組織による林産品加工ビジネスへの支援（アクスー） 
 2017 年 4 月から 2019 年 5 月にかけて、本プロジェクトは住民組織（以下、「CBO」）「Ak-Suu 
Bailygy」による林産品加工ビジネスの実施を支援した。 
 当初、この CBO にはアクスー営林署の職員やその家族を含む 26 名のメンバーが所属し、

同営林署の管轄地域で植林用の苗木生産や国有林地の林産品の採集などの活動を行った経

験があった。2016 年、CBO は果物やベリーのジャム生産を含む非木材林産品の加工ビジネ

スを開始することを決定し、UNDP のプロジェクトから資金援助を獲得して製品の加工や包

装に必要となる機材を調達したが、メンバーたちはそのような先進的な機材を活用してジ

ャムを生産した経験を持っていなかった。 
 本プロジェクトはアクスー営林署からの支援の要請を受け、まず CBO の持つ活動計画、

実施能力と課題を確認したあと、彼らのビジネスの立ち上げと実施を支援するための様々

な方法を研修を含めて計画し、実施した（表 8 参照）。その実施に際しては、キルギス国内

の様々な機関から各技術分野の現地専門家を動員した（表 9 参照）。加えて、2017 年 11 月

には表 10 のとおり林産品の加工と販売について学ぶための第三国研修をカザフスタンで

実施し、アクスー営林署長を含む CBO の代表メンバーたちが参加した。本プロジェクトは

彼らが初年にサンプル製品の生産活動を試行するにあたり、支援の一環として約 4,100 セッ

トの瓶も供与した。 
 

表 8 住民組織による林産品加工ビジネス支援のための研修（アクスー） 

 テーマ 時期 
 

研修内容 

1 ジャム生産 2017 年 5 月 
 

 林産品（松ぼっくり、タンポポ、ルバーブなど）を原

料としたジャムサンプル製品生産 
 衛生管理、生産、パッキング、保管に関する現場指導 
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2 ジャム生産 2017 年 6 月  林産品（いちご、サクランボ、クルミ、バラ花弁など）

を原料としたジャムサンプル製品生産とラベル作成  

3 ビジネス 
マネジメン

ト・マーケテ

ィング 

2017 年 7 月  SWOT 分析による強みと課題の特定、4P や 4C など基

礎的なマーケティング知識の習得 

 マーケティング戦略に関する講義とワークショップ 

 在庫管理 

4 加工（ジャラ

ラバード州の

企業訪問)  

2017 年 7 月  林産品加工製品に関するケーススタディ 
 現地企業 3 社の技術者・経営者との意見交換 

5 販売促進 2017 年 11 月  総合見本市「Bishkek 2017」における販売活動 

6 ビジネス計画 2017 年 12 月  在庫管理、機材運用管理、ビジネス・財務、次年度作

業に関する計画の作成 

 販売促進活動（ターゲット：アルマティ加工企業、ア

クスー地域の訪問客、地元マーケット） 

7 財務管理 2018 年 4 月  会計・簿記演習  

 OVOP 加入申請用資料作成 

8 商業協同組合

化 

2018 年 11 月 
 
 

 商業協同組合の活動、規則、登録プロセスに関する講

義 
 協同組合の成功事例、失敗事例の分析結果の紹介 

 協同組合の規約作成指導（最終文案化） 

9 販売促進 2019 年 5 月  販売促進実践（キルギス日本センター、五月まつり） 

 

 

表 9 住民組織による林産品加工ビジネス支援のための講師陣一覧（アクスー） 

 科目 講師 所属先 

1 食品加工 Bermet Djurupova Independent consultant 

2 ビジネスマネジメント Ilyaz Pakirov Kyrgyz Republic Japan Center (KRJC) 

3 財務管理 Lyudmila Shulgina Kyrgyz Republic Japan Center (KRJC) 

4 販売促進 Aibek Kurenkeev Kyrgyz Republic Japan Center (KRJC) 

5 法人化 Nargiza Abdraimova Kyrgyz Republic Japan Center (KRJC) 

6 商業組合 Kaiyrkul Kazylaeva Association of cooperative 

 

 

表 10 林産品加工・販売に関する第三国研修（第 1回） 

 テーマ・ 
実施地域 

期間 参加者および研修内容 

1 林産品加工・販

売事例視察 
  

2017 年 11 月 1

日～3 日 

 （3 日間） 

参加者： 

・ アクスーCBO メンバー4 名（アクスー営林署長を

含む） 
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（カザフスタ

ン、アルマティ

市） 

研修内容： 

・ アルマティ市内市場調査 

・ 商品・包装資材に関する基準調査 
・ 見本市「World Food KZ」における商談 

・ カザフスタンの仲買業者との意見交換  

 
 2017 年から 2019 年にかけ、CBO は加工用施設のレイアウトに関する本プロジェクトか

らの技術的な助言を踏まえ、HACCP（Hazard Analysis and Critical Control Point）の衛生管理

基準を満たせるよう施設の改修作業を行ったうえ、現地で利用可能な森林資源を活用して

10 種のジャム製品を生産し、地元や複数の見本市の場で販売した。国内および EEU 諸国の

市場での製品販売が法的にも可能となるよう、本プロジェクトの支援のもとで EEU 技術規

則の認証も取得した。  
 また、キルギスの国内法によると「CBO」という組織は法人として商業的な活動を行う

ことを認められていないため、メンバーは商業組合へと転換することを決定し、創立メン

バーとなる組合員を選出した。本プロジェクトの研修において組合の設立申請手続や運営

体制について学んだあと、2019 年 2 月に公式に商業協同組合として司法省に登録された。

同組合は市場機会をさらに広げるため、JICA が実施するもう 1 つの技術協力「一村一品・

イシククリ式アプローチによる他州展開プロジェクト（以下、「OVOP」）」が支援する組織

「OVOP +1」にもメンバーとして加入した。  
 
  b) 加工原料用林産品の販売促進活動への支援 
 2018 年から 2019 年の期間、プロジェクトはカラコル、ジェティオグス、バリクチ営林署

の管轄地域の森林利用者による加工原料の販売促進のため、ビジネスマッチング支援を試

験的に実施した。 
 支援の目的は原料供給者とその潜在的なバイヤー（中・大規模の加工企業など）との間

の取引の頻度と量を増加させることであり、森林利用者によるビジネスの促進のために営

林署が将来的に同様のサービスを提供しうるかを検証することもねらいとした。 
 2018 年、本プロジェクトはまずビシュケク、カラコル、およびカザフスタンのアルマテ

ィ市で事業を行う 7 社をバイヤーの候補先として特定した。そのうえで、彼らの求める加

工用原料（落果アプリコット、落果リンゴ、シーバクソン、ドライハーブを含む林産品）

の買付条件や品質基準に関する情報をとりまとめ、3 営林署の管轄地域の森林利用者のなか

から特定された原料供給者の候補先に提供した。これと同時に 2018 年 5 月と 6 月には、2
営林署でこれらの森林利用者を対象にドライハーブとドライフルーツに関する研修を実施

した（表 11 参照）。 
 この結果、落果アプリコットや落果リンゴについては価格面での合意の不成立、収穫期

の落果量不足といった問題により、マッチングは実現しなかった。他方で、カラコル営林

署では森林利用者が収穫した野生のシーバクソン（約 380 キロ）が先述の OVOP +1 と民間

のジュース加工企業である「OSCO 社」に試験的に供給された。ジェティオグス営林署とカ

ラコル営林署の管轄地域では森林利用者が 25 キロのハーブを収穫のうえ乾燥し、民間の加

工企業「EcoFloris」社に供給したが、原料としての品質はバイヤーを満足させるものとなら
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なかった。カラコル営林署では、少量のベリーとイヌバラも他の企業「Adenova」社に供給

された。これらの原料供給者が国有林地内で合法的にこれらの林産品を収集することが可

能となるよう、営林署は森林利用料の支払いを受けてそれと引き換えに森林チケットを発

行した。  
 

表 11 ドライハーブ・ドライフルーツに関する研修 

 テーマ 時期 
 

参加者および研修内容 

1 ドライハーブ

加工 （導入研

修） 

2018 年 5 月 参加者:  
 9 名 （ジェティオグス営林署、カラコル営林署職員を

含む） 

研修内容: 
 ジェティオグスの加工施設で食品加工の現地専門家の

指導の下、研修を実施。加工施設関係者も参加。 

  ハーブの種類や採取箇所に応じた採取時期や方法が

解説され、乾燥、標識・包装、運搬、保管などの工程

について技術的な説明が行われた。 

2 ドライフルー

ツ加工 

2018 年 6 月 参加者: 

 13 名（ジェティオグス営林署、カラコル営林署職員を

含む） 

研修内容:  

 ジェティオグス地区クズルスー（Kyzyl-Suu）村に位置

する Public Association「Artemis」の事務所で食品加工

の現地専門家の指導の下、実施した。 

 研修では、果実の乾燥方法、機材の種類、HACCP に関

する説明がなされた。その後グループワークにより課

題の抽出や解決法の検討が行われた。 

3 ドライハーブ

加工 
2019 年 5 月 参加者: 

 42 名（イシククリ州 5 営林署の森林利用者が中心） 

内容: 

 イシククリ州 5 営林署の 4 か所で、学術機関と加工企

業「EcoFloris」社の専門家 2 名の指導の下、実施。 

 主な参加者は、今シーズンからドライハーブ半加工品

を加工企業へ供給する準備を進めている森林利用者。 
 ビジネスマッチングの視点から、森林利用者がドライ

ハーブ供給ビジネスを開始するにあたり、バイヤー（加

工企業）が求める基準や品質を明確にすることを研修

目的とした。 
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4 ドライフルー

ツ加工と原料

供給 

2019 年 6 月 参加者: 

 38 名（イシククリ州 5 営林署の森林利用者が中心）  

内容: 
 イシククリ州 5 営林署の 4 か所で、学術機関の食品加

工技術専門家と加工企業 OSKO 社の調達担当を講師に

迎えて実施。 
 主な参加者は今シーズンから加工企業との取引を開始

する用意のある森林利用者。 

 ベリーの乾燥処理については資機材の整備に資金が必

要となるため、研修では原料供給ビジネスを推進する

ことを目的に、青果・ベリー類の収穫・受入れ・貯蔵・

品質管理に関し、バイヤーが要求する基準について情

報共有することを主眼とした。 

 
 2019 年になると、カラコル営林署とジェティオグス営林署の森林利用者は OSKO 社、

EcoFloris 社、OVOP +1 との間で、前年の取引結果やそこで確認された課題を踏まえつつプ

ロジェクトの支援のもとで原料供給の取引を継続することを合意した。 
 2019 年のハーブやベリーの収穫期の開始前、プロジェクトの支援により森林利用者側と

加工企業側（EcoFloris 社と OSKO 社）は書面で原料購入に関する基本合意書を取り交わし

た。表 12 のとおり、この書面で合意された条件に基づき、2019 年 8 月と 9 月に Orto-Oruktu
村と Otradnoe 村の森林利用者は OSKO 社にシーバクソンとバーベリーを原料として供給し

ている。 
 

 表 12 OSKO社への原料供給実績（2019年 8-9月） 

村 林産品 単価/kg 
(KGS) 

量 (kg) 価格 (KGS) 小計 
(KGS) 

Orto-Oruktu シーバクソン 105 17.0 1,785 

17,136 
  110 65.0 7,150 

 バーベリー 45 148.9 6,701 

  50 30.0 1,500 

Otradnoe シーバクソン 105 230.4 24,192 24,192 

計 41,328 

 
 成果 3達成のための活動 (4)

 成果 3「林産品ビジネス振興のためにハンドブックと事例集が共有される」の達成のため、

プロジェクトは以下の活動を実施した。 
 

 SAEPF およびターゲット営林署に対する林産品生産ビジネス振興のための研修 1)
  a) 果物栽培ビジネスのための季節研修の実施 
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 「成果 2 達成のための活動」として既に記載したとおり、プロジェクトは 2016 年 11 月か

ら 2018 年 5 月にかけ、11 営林署において果物栽培ビジネスのための季節毎の研修を断続的

に実施した。この研修は営林署職員が果樹栽培技術を学ぶことで将来的にリース地の果物

生産者に対して技術的な助言を行うことが可能となるよう、テナントのみならず、営林署

職員自身をも対象とした。  
 
  b) 試験圃場の設置と運営への支援 
 本プロジェクトは営林署側からの要望の高まりに応え、試験圃場（苗畑）の設立と運営

への支援を行った。試験圃場での活動は、シーバクソンとその他の果樹（リンゴ、アプリ

コット、チェリー、クロスグリ、ブラックプラム）の新品種（わい性品種や半わい性品種

など）の苗木や台木を導入し、より先進的な栽培技術で生産するものであり、①栽培試験、

②栽培事業の経済的なフィージビリティ分析、③販売用の苗木や台木の増殖、④営林署職

員の能力向上、⑤既存のテナントや潜在的なテナントに対する新品種・技術のデモンスト

レーション、を目的とした。 
 試験の最終的な目標は、収益性や生産性の面でより高い可能性のある品種や技術に対し、

民間企業や現地住民テナントの投資を促すことにある。もし圃場での試験の結果、導入さ

れた品種や技術を用いた栽培の可能性や収益性が実証された場合、テナントや現地の果物

生産者は各営林署のリース地やその周辺地域に同じ品種や技術を採り入れるよう奨励され、

長期的にはこうした取り組みを対象地域での果物生産クラスターの形成につなげる必要が

ある。 
 2017 年 1 月、プロジェクトは試験圃場の設立と運営に向けた意欲、能力、方針について

11 のターゲット営林署から収集した情報をもとに DFED と協議し、7 営林署（チュイ、バ

カイアタ、イシククル、カラコル、ジェティ･オグス、バリクチ、チュプ）を試験圃場活動

支援の対象として選定した。 
 そのうえ、各営林署によって設立された苗畑に対し、2017 年 4 月にはポーランド産のリ

ンゴ、チェリー、クロスグリ、ブラックプラムの苗木と台木を配布した。さらに同年 5 月

にはロシアのアルタイ地方産のシーバクソンの苗木を 6 営林署に配布した。試験圃場の運

営管理に必要とされる耕うん機や園芸道具、発根促進剤、肥料、農薬、スプレイヤーなど

の資材も各営林署に供与した。 
 また、バリクチ営林署に対しては、強風を伴う厳しい大陸性気候と土壌の乾燥によるネ

ガティブな影響を最小限に抑えるための対策を検討するため、同営林署の提案に応じてト

レンチ（溝）型の試験苗畑を建設するための資材を供与した。 
2017 年 7 月から 2019 年 10 月にかけ、本プロジェクトは現地専門家（表 13 参照）を動

員しつつ、試験圃場への毎月の巡回による現場での技術指導を行った。この期間を通して

「WhatsApp」と呼ばれるソーシャルメディアを活用した「E トレーニング」の機会も同時

に提供し、本プロジェクトとターゲット営林署の間で技術情報、栽培状況の現場写真、苗

畑管理の記録台帳を共有しつつ、質問や回答をやりとりする形をとった。また、2018 年か

ら 2019 年にかけてはアプリコットとシーバクソンの苗木や台木を追加的に供給し、それら

を増殖するために必要な栽培用の投入、灌漑設備、ビニールハウスなどのインフラの設置

や改善のための資材を供与した。 
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 営林署はこれらの活動や後述する第三国研修を通じて習得した技術を適用し、リンゴ、

チェリー、クロスグリ、ブラックプラムの苗木と台木の増殖を実践した。シーバクソンに

ついても休眠枝もしくは緑枝の挿し木によって苗木を増殖した。 
 

表 13 試験圃場の設立・運営支援のための講師陣一覧 

 科目 講師 配属先 

1 わい性・半わい

性果樹  
Kubanychbek T. Turgunbaev Kyrgyz National Agricultural 

Univeristy (KNAU) 
 Ramazan E. Makeev LLC Janart Agro Service 
 Kanybek A. Soltnov LLC Janart Agro Service 
 Nurlan A. Isaev LLC Janart Agro Service 
2 シーバクソン Kaiyrkul Shalpykov Kyrgyz National Academy of Science 

(KNAS) 
 
  c) 林産品生産に関する第三国研修 
 試験圃場の運営に関わる 7 つのターゲット営林署の技術能力の向上のため、本プロジェ

クトは計 6 回の第三国研修を実施した。そのうち計 3 回はカザフスタンで果樹生産（果樹

の苗木・台木生産）について、1 回はポーランドでわい化リンゴ果樹園の運営管理について、

残る 2 回はロシアのアルタイ地方でシーバクソン生産について、それぞれ習得する内容と

した。各研修の参加者、内容と結果は表 14 に示すとおりである。 
 

表 14 林産品（果物）生産に関する第三国研修 

 テーマ・ 

実施地域 

期間 参加者、内容および結果 

1 果物生産（第 1
回）  

（カザフスタン 

シムケント市） 

2017年5月31
日～6 月 3 日 

（4 日間） 
 

参加者  
 9 名（営林署より 8 名、DFED より 1 名)  

研修内容および主な結果 

 果樹の苗木増殖・育成技術の習得を目的とした。 
 果樹苗木のサプライヤー企業であるサルヤガ

シ・ジェルシュ社よりわい化と半わい化の果樹苗

木栽培方法について技術指導を受け、苗畑運営に

ついての知識を習得した。 

 トゥルクバス地区とキルギス国境近郊でわい性

樹種の密植栽培に取り組む果樹園 2 ヶ所を訪問

し、主幹を垂直に固定するための支柱やトレリス

の活用、点滴灌漑、台木繁殖などの実践事例を視

察した。  

2 果物生産（第 2

回） 

2017年8月29

日 

参加者  

 9 名（営林署職員）  
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（カザフスタ

ン、ジャンブー

ル州メルケ地

域） 

（1 日間） 研修内容および主な結果 

 リンゴ園「ジャシルベレス（Jasyl Beles）」におい

て、わい化と半わい化品種のリンゴ果樹の接ぎ木

技術に関する講義と実習を受け、「T 字法」と呼

ばれる芽接ぎ法（台木の樹皮を T 字型に切り込ん

で開き、そこに穂木から切り取った接ぎ芽を挿

入・接着させる技術）を習得した。 
3 果物生産（第 3

回） 
 

（カザフスタ

ン、ジャンブー

ル州メルケ地

域） 

2017年9月28

日 
（1 日間） 

参加者  

 10 名（営林署より 9 名、DFED より 1 名)  
研修内容および主な結果 

 リンゴ園「ジャシルベレス（Jasyl Beles）」におい

て、わい化と半わい化果樹の芽接ぎ苗の活着状況

を確認するとともに、果樹の台木増殖に関する講

義と実習を受けた。 

4 果樹生産（わい

性リンゴ果樹園

の運営管理）  
 

（ポーランド、 

ニエボルフ、ウ

ォヴィチおよび

ルブリン） 

2018年5月31

日～6月 6日、

（7 日間） 

参加者  

 9 名（営林署より 7 名、DFED より 2 名)  
研修内容および主な結果 

 わい化リンゴ果樹園の開発や、テナントおよび民

間事業者向けの普及に向け、営林署が果樹園運営

管理について習得することを目的とした。 

 ニエボルフとウォヴィチの研修では中小のリン

ゴ生産者の果樹園を訪問し、栽培技術や果樹園管

理、マーケティングについてのノウハウを学ん

だ。  

 ルブリンでは民間の苗木業者（シュレク社）と農

業協同組合「Stryjno-Sad」を訪問し、苗木の大規

模生産の方法と技術、組合経営、最新の市場動向

について知識を得た。  

5 シーバクソン生

産（第 1 回） 
 

（ロシア、アル

タイ地方、ベル

ナウル） 

2017 年 7 月 3

日～8 日（6

日間） 

参加者  

 8 名（営林署 7 名、DFED1 名） 

研修内容および主な結果 
 リソベンコ・シベリア果樹研究所においてシーバ

クソンの苗木増殖・育成技術を習得することを目

的とした。 
 挿し木や発根促進剤の使用を含むシーバクソン

の増殖や苗木栽培に関する技術指導を受けると

ともに、多岐にわたるシーバクソン栽培の実践事

例を視察した。 

6 シーバクソン生

産（第 2 回） 

2018年8月27

日～9 月 1 日

参加者  

 9 名（営林署 8 名、DFED1 名） 
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（ロシア、アル

タイ地方、ベル

ナウル） 

（6 日間） 研修内容および主な結果 

 リソベンコ・シベリア果樹研究所において主にシ

ーバクソンの育種、苗木増殖とマーケティング、

果樹園開発、果実生産ビジネスについて学んだ。

実習を通じて、シーバクソン果実の収穫方法を習

得した。 
 民間企業アルス社では、シーバクソンの原料調達

体制、加工方法、品質管理について講習を受け、

シーバクソン加工施設を視察し、施設の運営管理

について学んだ。 

 
 SAEPF およびターゲット営林署に対する林産品加工・流通ビジネス振興のための研修 2)

  a) 果物加工施設の設立に向けた営林署による投資誘致活動への支援（バリクチ、タラス） 
 バリクチ営林署とタラス営林署の営林署サブプランによれば、両営林署は管轄地域に果

物加工施設を設立する民間セクターの投資家を誘致し、果物の生産・加工クラスターの設

立を促進することを目指している。これに対し、本プロジェクトはその実現に向けた計画

立案に必要な支援を表 15 のとおり提供した。 
 バリクチ営林署に対しては、営林署との協議後、キルギス国内外の投資家に PR するため

に用いるビジネスプランのドラフト案を作成し、投資家（進出企業）候補としてカザフス

タンとキルギスの合計 5 社を特定した。しかし 5 社との面談後、どの社も自社ですぐに加

工施設を設立するような段階にはなく、その代わり営林署の管轄地域から加工品製造のた

めの原料を調達することに高い関心を持っていることが確認された。このため、本プロジ

ェクトは上述の通り支援の方向性を変え、原料供給者と投資家（バイヤー）候補とのマッ

チングを支援した。 
 一方、タラス営林署に対しては、営林署との協議の結果、営林署が構想する加工事業の

フィージビリティを分析するには、原料となる資源の量や調達可能性を含め、十分な情報

がないことが確認された。また、営林署はドナーの資金支援を得て直営の加工施設を設立

することに高い関心と期待を抱いている一方、投資の回収可能性や収益性の重要性を理解

しようとする姿勢が欠けていた。 
このため、本プロジェクトによる支援は 2017 年 6 月に同営林署職員に対してビジネスプ

ラン作成に関する研修を実施するだけにとどめ、プラン作成と投資家の発掘に関する取り

組みは営林署の自助努力に委ねることとした。 
  

表 15 果物加工施設の設立に向けた投資促進に関する営林署向けの支援 

 対象営林署 時期 支援活動内容 

1 バリクチ 2017 年 2 月 営林署の計画内容の確認。 

2017 年 4 月 ビジネスプランのフィージビリティ分析実施。 

2017 年 8 月 ビジネスプランの作成支援。 

投資家候補（キルギス国内）との個別面談。 

2017 年 9 月  投資家候補（カザフスタン・シムケント）との面談と協
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力関係の構築可能性の検討。 

2017 年 10 月 営林署が OSCO 社をビジネスのカウンターパートとする

方針を決定。原料用果実の供給からビジネスを始めるこ

とで両者が合意。 

2018 年 バリクチ営林署地域内の諸問題で原料供給は実現され

ず、OSCO 社は他の営林署地域の森林利用者から原料調

達を進めることとなる。 

2 タラス 2017 年 3 月 営林署の計画の内容確認。 

2017 年 5 月 簡易版ビジネスプランのフィージビリティ分析実施。 

2017 年 6 月 リンゴ加工のビジネスプラン作成に関する研修実施。 

2017 年 9 月 営林署が独力でビジネスプランを作成することを決定。 

 
  b) 林産品（果物）加工・販売に関する第三国研修  
 ターゲット営林署の林産品加工・流通ビジネス振興に関する知識と能力の向上のため、

本プロジェクトは表 16 のとおり 2017 年と 2018 年に第三国研修を実施した。1 つは管轄地

域への加工施設設立を目指していたバリクチ営林署に対する支援の一環として行い、もう

１つは原料供給のマッチング促進、ドライフルーツとドライハーブビジネスもしくは林産

品加工ビジネスの振興を計画していたカラコル、ジェティオグスおよびチュイ営林署を対

象として実施した。  
 

表 16 林産品（果物）加工・販売に関する第三国研修 

 テーマ・ 

実施地域 

期間 参加者および研修内容 

1 林産品加工・販

売事例視察   
（カザフスタ

ン、アルマテ

ィ） 

2017年 11月 24

日～25 日 
 （2 日間） 
 

参加者 

 バリクチ営林署署長・副署長 
研修内容 

・ アルマティ市内の市場調査。  

・ 果物・野菜加工企業（SD&CO 社）との意見交換。 
・ アルマティ向け加工原料供給の可能性を検討。 

2 果樹・ハーブ加

工 
 

（ウズベキス

タン、タシケン

トおよび 
カザフスタン、

サマルカンド） 

2016 年 7 月 1

日～5 日 

（5 日間） 
 

参加者 

 カラコル、ジェティオグス、チュイ営林署の職員

5 名およびドライフルーツ加工業者 
研修内容 

1）タシケント（ウズベキスタン） 

 サモナラノ社と同社の加工施設 
加工および最終商品化施設、工場管理、品質管理、

原料評価手順の視察。 

 サモララノ社専属草園 
ハーブ加工施設、ハーブ栽培・収穫技術に関する
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視察。  

2）サマルカンド（ウズベキスタン）  

 アスロ・イブラヒモフ社 
ドライフルーツ加工、保管施設および管理方法の

視察。  

 サマルカンド農業大学  
弘前大学の支援による試験圃場の視察。 

 サホバクシュ社 

中規模ドライフルーツ加工施設の見学と商談。  
3）シムケント （カザフスタン） 

 ペスンヤレタ社 

ジュース加工、原料供給、保管に関する視察と商

談。 

 
 本邦研修 3)

 SAEPF とターゲット営林署職員の知識と能力向上の手段として、本プロジェクトは 2016
年から 2018 年にかけて 3 回にわたり本邦研修を実施した。研修内容の概要は表 17 のとお

りである。 
 

表 17 本邦研修 

 テーマ・実施

場所 

期間 参加者および研修内容 

1 研修テーマ： 

・森林マネジ

メント 
・民営化 

・林産品 

・苗畑 
・代替エネル

ギー 

場所：北海道

各地 

2016 年 9 月 26

日～10 月 7 日

（11 日間） 

参加者 

3 名（チュイ営林署長、バリクチ営林署副署長、タラス

営林署長） 
内容 

 日本の実例を学び、キルギスとの類似点や相違点を

見出すことを主目的とした。 
 キルギスの森林関係者に対する事前のインタビュー

を通じて 5 つのテーマが抽出された。 

 研修プログラムは視察を中心とし、専門家からの講

義と意見交換、中間報告と最後のとりまとめ・発表

で構成された。 

 研修参加者は研修の経験をもとにキルギスでの今後

の活動計画をアクションプランとしてとりまとめ

た。 
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2 研修テーマ： 

果樹の栽培 

場 所 ： 神 奈

川・東京・岩

手・青森・宮

城 
 

2017 年 9 月 25

日～10 月 6 日

（11 日間） 

参加者  

4 名（フルンゼ、バカイアタ、イシククリの 3 営林署の

署長と本プロジェクトの現地スタッフ 1 名）  
内容 

 5 都県内の 18 か所の企業・協会・組合・大学等を

訪問した。 
 研修では、果樹を中心とした栽培（剪定、挿し木、

接ぎ木、防除、わい性など）・加工・選果・貯蔵・

組合活動（連合会・協同組合）に関する講義と視

察を実施した。 

 研修員はキルギスでの今後の活動計画をアクショ

ンプランとして発表した。 

3 研修テーマ： 

果樹の加工・

流通 
場所：つくば

市、東京、北

海道  
 

 

 
 

 

 
 

2018 年 9 月 3 日

～9 月 14 日（11

日間） 

参加者 

 3 名（チュイ営林署長、アクスー営林署・主任会計士と

本プロジェクトの現地スタッフ 1 名） 
 内容 

 研修参加者のニーズに基づいて下記の 3 つの主要

テーマに沿って講義と視察を実施した。 
1) 果樹の生産（栽培）部門の課題 

2) 果樹の加工・流通（マーケティング）部門の

課題 
3) 地域資源の活用と地域振興 

 果物の加工流通ビジネスを推進するうえで営林署

が抱える課題に対して、日本の取り組みや技術・

ノウハウ・事例を参考にどのような改善を図るこ

とが出来るか、各研修員は具体的なアクションプ

ランを作成・発表した。 

 
 林産品ビジネス振興のためのハンドブックの作成 4)

 2019 年、本プロジェクトは表 18 のとおり計 6 タイトルの技術ハンドブックをロシア語

とキルギス語で作成した（活動 3-2）。これは、営林署職員、森林利用者とその他の関係者

が林産品生産・加工ビジネスに関連する知識を学ぶ際の参照資料として作成したものであ

る。各ハンドブックの内容の概要については添付資料 6 を参照。  
 

表 18 林産品ビジネス振興のためのハンドブック 

 ハンドブック名 配布部数 

  ロシア語 キルギス語  

1 わい化リンゴの苗木生産と果樹園の設立運営 500 500 

2 シーバクソンの苗木生産と果樹園の設立運営 500 500 
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3 キルギスにおける果物生産のための点滴灌漑 500 500 

4 食品製造安全管理のための HACCP の導入 500 500 

5 林産品の収穫・加工技術と EEU 技術規則 500 500 

6 林産品ビジネスのための法人化 500 500 

 計 3,000 3,000 

 
 林産品ビジネス振興に関する事例集の作成 5)

 2019 年、本プロジェクトは表 19 のとおり、林産品ビジネス振興支援のためのプロジェ

クト活動から得られた教訓や経験を営林署や森林利用者、その他の関係者と共有するため

に計 2 タイトルの事例者をロシア語で作成した（活動 3-3）。 
 このうちの 1 タイトルは林産品生産ビジネスの振興に関連するものであり、わい性リン

ゴとシーバクソンの苗木生産の財務的なフィージビリティに焦点を置いた。2 タイトル芽は

林産品加工・流通ビジネスに関するものであり、そのなかで住民組織によるジャム加工ビ

ジネス、原料供給ビジネス、ドライフルーツやドライハーブビジネスについて取り扱って

いる。各事例集の内容の概要については添付資料 7 を参照。  
 

表 19 林産品ビジネス振興に関する事例集 

 タイトル 配布部数 

（ロシア語） 

1 事例集 I 林産品生産ビジネス（財務分析） 500 

2 事例集 II 林産品加工ビジネス  500 

 計 1,000 

 
 ビジネス振興に関するハンドブックと事例の共有のためのセミナー・スタディツアー6)

の実施 

 林産品ビジネス振興に関連する技術情報と本プロジェクトにおけるターゲット営林署や

森林利用者の経験を広く全国の関係者に共有するため、本プロジェクトは 2018 年と 2019
年に下記の通りセミナーとスタディツアーを実施した。 

 

i) 対象 3 州（チュイ、イシククル、タラス）におけるセミナーとスタディツアー 
1. 第 1 回：林産品生産ビジネスに関するセミナー・スタディツアー（公式名｢リンゴ、ア

プリコット、シーバクソン生産クラスター形成－果物生産の向上－に関するセミナー｣） 
2. 第 2 回：林産品加工・流通ビジネスに関するセミナー・スタディツアー（公式名「非

木材林産品ビジネス振興－果物、ベリー、ハーブ製品の加工、マーケティングと流通

－に関するセミナー」） 
3. 第 3 回：国有林利用規則に関するセミナー（公式名「国有林地の利用と処分の手続－

果物生産と野生林産品の採集のための森林利用－に関するセミナー」） 
 
ii) 国内 6 州における全国セミナー（公式名「国有林地における非木材林産品ビジネス
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振興のための全国セミナー」） 
 
 それぞれのセミナーとスタディツアーの目的、参加者および結果の概要は下表のとおり

である。 
 

表 20 （第 1回）林産品生産ビジネスに関するセミナー・スタディツアー 

公式名「リンゴ、アプリコット、シーバクソン生産クラスター形成－果物生産の向上－に関す

るセミナー」 

実施時期 2018 年 9 月 27 日～28 日（2 日間） 

実施場所 イシククリ州カラコル市  

目的 

(1) 果物生産クラスター形成、特にさらなる果物生産向上や果樹園開発の実現に向けて官民が

協働すべき分野を特定する。 

(2) 発表、議論およびイシククリ州でのスタディツアーを通じて、果樹園開発、わい性リンゴ、

アプリコット、シーバクソンの生産（果物生産ビジネス）に関する考え、教訓と情報を共

有する。 

参加者 
 98 名（1 日目・セミナー）および 65 名（2 日目・スタディツアー） 

SAEPF、ターゲット営林署、農業省、保健省、個人事業主、民間企業、森林利用者、開発

パートナー機関など。 
内容 
 セミナー開催にあたり、そのプログラム案は果物生産に関連するソーシャルネットワーク

のメンバーとして互いにつながりあう民間セクターの関係者との事前のコンサルテーシ

ョンを通じて決定され、主にわい化リンゴ、アプリコットとシーバクソンの生産ビジネス

に焦点をあてる内容となった。 
 「わい化リンゴ栽培ビジネス」については、ロシア・キルギス開発基金（RKDF）から投

資資金を調達してわい化リンゴ園を造成し、高い収量と収益性を目指して密植栽培に取り

組んでいるテナントの事例が参加者から高い関心を集めた。「火傷病（fire blight）」対策に

関する発表も行われた。 
 「シーバクソン栽培ビジネス」については、営林署の試験圃場での活動の紹介を通じて、

プロジェクト側より栽培ビジネスのポテンシャルの高さを強調した。多くの民間関係者か

ら営林署に対し、苗木の購入可能性に関する問い合わせが寄せられた。 
 バリクチ営林署による「アプリコット栽培ビジネス」の発表では、現地の灌漑施設の未整

備（水問題）がビジネスのさらなる発展の阻害要因となっている点が強調された。これに

対しては世界銀行が支援する森林プロジェクト（Integrated Forest Ecosystem Management 
Project）より、同プロジェクトがこの問題に対して資金支援を行う方針である旨が報告さ

れた。 

 セミナー翌日のスタディツアーでは、営林署の試験圃場でわい化果樹とシーバクソンの苗

木生産を視察したほか、営林署のテナントや民間企業が管理するわい化リンゴ果樹園を訪
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問した。 

 
 

表 21 （第 2回）林産品加工・流通ビジネスに関するセミナー・スタディツアー 

公式名「非木材林産品ビジネスの振興－果物、ベリー、ハーブ製品の加工、マーケティング

と流通－に関するセミナー」 

実施時期 2018 年 11 月 13 日～14 日（2 日間） 

実施場所 イシククリ州カラコル市  

目的 

(1) 非木材林産品ビジネスの開発に関する情報、特に果物、ベリー、ハーブ製品の加工、

マーケティングと流通に関する情報を共有する。 
(2) 輸出市場におけるキルギス製品の潜在的な優位性や、製品の質や価値を高めるために

果物、ベリー、ハーブの原料供給者側が対応すべき課題を特定する。 

(3) 各参加者が、非木材林産品ビジネスを開始・実行・促進する上で重要な課題や改善点

に関する見識を得る。 

参加者 

 82 名（1 日目・セミナー）および 49 名（2 日目・スタディツアー） 

SAEPF、ターゲット営林署、イシククリ州政府、個人事業主、民間企業、森林利用者、商業

組合、開発パートナー機関など。 

内容 

 「キルギス産の非木材林産品の潜在的な強みや課題」に関するセッションでは、民間企

業と協会からの発表者 4 名が彼らの加工製品について説明し、バイヤーとして原料を調

達する際の必要条件を伝えた。 
 「キルギス産の非木材林産物の付加価値を高めるためのビジネス環境の向上と方策」の

セッションでは、EEU 技術規則の要件に則った食品製造過程の衛生管理の必要性が紹介

された。さらにロジスティックセンターを経営する民間企業より事業概要が発表され、

貯蔵による産品の付加価値の向上可能性について説明がなされた。また、森林局（DFED）

より森林資源利用に関する新規則について情報が共有された。 
 「ビジネスを行うための法人の設立」のセッションでは、多様な法人形態の特徴と課税

条件について発表し、なかでも林産品ビジネスに適したいくつかの法人形態が紹介され

た。協同組合の利点や成功事例の情報も共有された。 
 グループディスカッションのセッションでは、参加者はそれぞれ関心のあるテーマに応

じて 4 つのグループに分かれ、活発に意見交換や質疑応答を行った。このセッションは

非木材林産品ビジネスに関わりを持つ関係者が互いに初めて知りあい、新たなビジネス

機会につながるような情報を共有する機会となったと言える。 

 セミナー翌日のスタディツアーでは、参加者はアクスーの CBO の林産品加工施設、

OVOP、カラコルのドライフルーツ加工施設、バリクチの果物貯蔵施設を訪問・視察した。  
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表 22 （第 3回）国有林利用規則に関するセミナー 

公式名「国有林地の利用と処分の手続－果物生産と野生林産品の採集のための森林利用－に

関するセミナー」 

実施時期 2019 年 7 月 19 日（1 日間） 

実施場所 ビシュケク  

目的 

国有林地における果樹栽培ビジネスや野生食用資源を活用したビジネスの振興に向け、 
(1) DFED、営林署、開発パートナー機関が共同で、2018 年 4 月 10 日にキルギス共和国政

令 192 号で承認された「国有林の利用と処分の手続」規則と、2018 年に制定されたそ

の関連細則をレビューする。 
(2) 営林署が果物生産や野生の食用資源利用を振興に向けて新規則を実践するうえで直面

している課題を特定し、その対応策について共通理解を形成する。 

参加者 

 21 名 
 SAEPF、ターゲット営林署、および開発パートナー機関（世銀・GIZ） 

内容 

 参加者に対し、JICA コンサルタントチームによる関連規則のレビュー結果として、林地

利用のための入札、森林利用契約、森林利用料、森林利用許可、森林管理計画とコミュ

ニティ森林管理に関する新たな手続に関する情報が提供された。 
 入札手続に関しては、営林署からの参加者からは、営林署の職員が入札委員会メンバー

の過半数を占めることが可能となるよう、選定条件の変更について提案が行われた。現

在、営林署からのメンバー数は委員会メンバー数の 20％のみとされ、残りは現地政府や

NGO から選ぶべきものとされている。 
 コンサルタントチームは森林利用契約、森林利用料、森林チケット、森林資源採取証明

書の内容を含め、入札プロセス後の必要手続について説明した。同時に、新規則の不備

や対応が求められる課題について指摘した。営林署からの参加者からは、新たに定めら

れた手続は要求内容が多く複雑であり、営林署の限られた人員体制では対応が困難であ

るとの意見が出た。 
 コンサルタントチームはまた、森林利用契約の様式の改訂を提言した。SAEPF は現在の

様式を森林利用の形態に関わらず標準様式として使用するとしているが、同様式には「リ

ース」の場合のみに適用可能な条項が多く含まれている。  
 コンサルタントチームは森林管理計画を含め、営林署と森林利用者に作成が義務づけら

れる各書類についても参加者に説明した。また SAEPF に対し、新規則上で確認された不

備や課題に対処するため、多くの対策が必要であることを提言した。 
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表 23 国有林地における非木材林産品ビジネス振興のための全国セミナー 

 対象州 実施日 結果 

1 イシクク

リ 
2019 年 9 月

18 日 
 参加者は 17 名（うち女性 1 名。主に住民組織から）。 
 大半の参加者が本プロジェクトの成果（イシククリ州へ

のわい化リンゴ果樹とシーバクソンのアルタイ品種の導

入）に感謝の意を表していた。 
 参加者はみな、イシククリ州の非木材林産品に大きなビ

ジネス機会が存在することを理解していたが、その実現

には本セミナーのような組織的・技術的支援が必要であ

ると考えている。 

2 ナリン 2019 年 9 月

20 日 
 参加者は 23 名（うち女性 1 名）。その構成は、営林署が

約 80％、テナントが約 10％、開発パートナー機関が約

10％。 

 参加者はシーバクソン生産とわい化リンゴ生産に高い関

心を示していた。セミナー後に回収したアンケートによ

ると、それぞれについて参加者全体の 100％と 58％が関

心があると回答している。 
 国有林利用手続の新規則について、参加者の大多数は改

善されたと認識しているが、利用許可を得るまでの手続

が複雑かつ長いという意見を持っている。 
 ドライハーブ、ドライフルーツ、ジャム加工についても、

比較的高い関心が寄せられている模様だが、セミナーに

おいて多くの議論はみられなかった。 

3 オシュ（バ

トケン） 
2019 年 9 月

23 日 
 参加者は 19 名（全員男性）。テナント 1 名を除き、ほぼ

すべて営林署からの参加者となった。オシュ州だけでな

く、バトケン州からも参加した。 

 オシュ州とバトケン州では多くの営林署職員がリンゴや

アプリコットの果樹園管理に非常によく精通しているた

め、わい性リンゴの接木法、トールスピンドル法、病害

虫管理などの先進技術に関心を寄せていた。 

 ほとんどの参加者は本セミナー開催に感謝の意を表明

し、キルギス南部へのプロジェクトの拡大を願う声が出

た。 

 オシュ州とバトケン州ではクルミやドライハーブなど非

木材林産品の加工に関する良いビジネスモデルが既にあ

るが、そのさらなる改善と主流化が必要とされている。 

4 ジャララ

バード 
 

2019 年 9 月

25 日 

 参加者は営林署関係者を中心に 41 名（女性 1 名）、テナ

ント（10 名）や民間業者と森林協会からも参加があった。 
 国有林の 65％はジャララバード州に集中しているため、
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参加者は国際機関との連携で実施されている森林関連の

本プロジェクトの成果に非常に関心があることが伺え

た。 

 テナントはリンゴをはじめとする果樹園の運営について

知識があり、わい性品種の導入に大きな関心を寄せた。

わい性リンゴ栽培にあたっての技術面と財務面での議論

が活発に行われた。 

 営林署関係者は、本プロジェクトのターゲット営林署か

ら苗木の供給（シーバクソンを含む）を受けることに大

きな関心を示した。 

5 タラス 2019 年 9 月

27 日 

 参加者は 14 名（うち女性 1 名）。6 名はテナント。  

 大半の参加者は本セミナーでわい性リンゴ生産やシーバ

クソンの新品種に関する新しい情報を学んだことに高く

感謝していた。 

 CBO によるビジネスを紹介したセッションは非常に有

用で実践的であるとの評価があった。 

 営林署から、リンゴ栽培のために約 10 ヘクタールの林地

リースを受けている 2 名のテナントは、収益を最大化し

投資をより早期に回収するための適切なビジネス運営に

ついて非常に熱心に学ぶ姿勢が見られた。 

6 チュイ 2019 年 10

月 1 日 

 参加者は 50 名（うち女性 19 名）。その構成は、48％が

SAEPF あるいは営林署、8％はテナント、3％は民間企業、

42％は開発パートナー機関や NGO から。 
 すべての参加者がシーバクソン生産、わい性リンゴ栽培、

ジャム生産、ドライハーブとドライフルーツ加工に高い

関心を示し、質疑応答や議論も活発に行われた。 
 森林利用手続の新規則に関しては参加者の多くが関心を

持っている。しかしセミナー後に回収したアンケートに

よると、78％の参加者が、利用許可を得るまでの手続の

多さによって人々の国有林のリースや利用に対する意欲

の低下につながっていると認識していることが確認され

た。 
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2-2.  プロジェクトの成果  

 本プロジェクトの成果は以下に述べるとおりである。PDM上に設定された指標による成

果達成状況の測定においては、1）過去の本プロジェクトのレポートと記録、2）研修・セ

ミナー・他のプロジェクト活動の実施時に参加者から集めたアンケート結果、3）2019 年 7
月に実施したプロジェクト評価のための標本調査（以下、「評価調査」）の結果 3を参照して

いる。 
 
2-2-1.  成果と指標（目標値とプロジェクト終了時の実績値） 

 
 成果 1の達成状況 (1)

 成果 1（：全国の林産品の生産と市場を含む営林署の現況が明確になる）は、主に先述の

ベースライン調査の実施によって達成された。ベースライン調査では、営林署の状況、既

存の林産品、キルギス国内の林産品の生産・市場に関する情報を収集・分析し、キルギス

と EEU 加盟国であるロシア、カザフスタンにおける林産品市場の現状や技術規則にも焦点

を当てた。各営林署が提出した林産品ビジネス計画に関するプロポーザルをもとに（ただ

し、後にターゲット営林署として追加されたフルンゼ営林署を除く）、12 のターゲット営林

署が選定され、これらの営林署は管轄地域内の有望な林産品を特定した。成果 1 の指標と

達成状況は表 24 に示すとおりである。 
 

表 24  成果 1の指標と達成状況 

成果 1: 全国の林産品の生産と市場を含む営林署の現況が明確になる。 

指標 プロジェクト終了時の達成状況 

1-1  全国の営林署のベースラインデータ報告

書が作成される。 

再委託先により 2016 年 8 月にベースライン調

査報告書が作成された。  

1-2  ターゲット営林署が選定される。 12 のターゲット営林署が選定された。  

1-3  ターゲット営林署において有望な林産品

が 6 品より多く特定される。 
計 6 品の林産品が特定された（リンゴ、アプリ

コット、ベリー、シーバクソン、松ぼっくり、

ハーブ）。 

1-4  林産品の有望な市場が特定される。 特定された林産品の有望な市場が特定された。 

 
 成果 2の達成状況 (2)

 成果 2（：林産品ビジネス振興事業が 3 州のターゲット営林署において実践される）は、

概ね達成された。ターゲット営林署によって営林署ビジネスサブプランが策定された後、

JFM による国有林地のリース支援、林産品の生産や加工・流通ビジネスなど多岐にわたる

内容の研修を含め、林産品ビジネスを促進するための活動が実施された。 

                                                        
3 本プロジェクトは評価のための標本調査を、林産品生産と加工分野の研修の参加経験者を対象に 2019 年

7 月に実施した。生産分野の研修はのべ参加者数が 996 名で純参加者数が 481 名、加工分野はのべ参加者

数が 210 名、純参加者数は 120 名となる。生産・加工分野を合わせた純参加者数である 601 名が標本調査

の母集団となる。そのうち、生産分野から 64 名、加工分野から 19 名、計 83 名をランダムに抽出し、イン

タビューを実施した。 
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 成果 2 の指標と達成状況は表 25 に示すとおりである。指標 2-1 と 2-3 に設定された研修

参加者数の目標値には満たなかったが、評価調査の結果ではほとんどの森林利用者が研修

の内容に大いに満足したと回答しており、実際に森林利用者は研修で習得した技術と知識

を自分たちの林産品ビジネスに適用している。46 名の森林利用者は本プロジェクトの支援

により林産品加工ビジネスを始め、販売先となる市場を見つけている。したがって、成果 2
の結果と達成状況は満足度の高いものになったものと考えられる。 
 

表 25  成果 2の指標と達成状況 

成果 2: 林産品ビジネス振興事業が 3 州のターゲット営林署において実践される。 

指標 プロジェクト終了時の達成状況 

2-1  ターゲット営林署において、林産品生産

ビジネスを実施する森林利用者の能力（知識お

よび技術）が、のべ 500 名以上の参加者に対す

る計 100 回以上の研修を通じて改善される。 

 11 営林署において、果物栽培技術、病虫害管

理、生物農薬、点滴灌漑に関する計 44 回の

季節研修が、のべ 380 名の参加者（森林利用

者、民間果樹園経営者、その他）に対して実

施された。 

 評価調査の結果によると、 
1) 参加者は研修の内容と質に非常に満足し

ている。 

2) 研修に参加した森林利用者の 89%は、研

修を通して、全くもしくは一部新しい知

識と技術を習得した。 

3) 上記のうち、67%の参加者は研修で習得し

た知識と技術を実践している。 

 したがって、研修は森林利用者の能力向上に

貢献したものと結論づけられる。 

2-2  ターゲット営林署において、林産品加

工・流通ビジネスを実施する森林利用者の能力

（知識および技術）が、のべ 50 名以上の参加

者に対する計 10 回以上の研修を通じて改善さ

れる。 

 12 回の国内研修と 3 回の第三国研修、計 15

回の研修が実施された。森林利用者の参加人

数は計 141 名となり、大多数の参加者は研修

に大変満足していた。 

 ジャム生産、マーケティング、ビジネス、財

務管理に関する計 12 回の国内研修が、のべ

130 名の参加者に対して実施された。 

 林産品加工・販売に関する計 3 回の第三国研

修が、アクスーの CBO メンバーや民間セク

ターの加工業者を含む、のべ 11 名に対して

実施された。 

 評価調査の結果によると、 
1) 研修に参加した森林利用者の 88%は、研

修を通して、全くもしくは一部新しい知



 

32 
 

識と技術を習得した。  

2) 上記のうち、98%の参加者は研修で習得し

た知識と技術を実践している。 
 したがって、研修は森林利用者の能力向上に

貢献したものと結論づけられる。 

2-3  ターゲット営林署の地域内において 50名
以上の森林利用者の林産品の市場流通チャネ

ルが拡大される。 

 目標値はほぼ達成されたと考えられる。 
 下表のとおり、46 名の森林利用者は本プロジェ

クトの支援のもと、2 社以上の加工企業向けに、

ジャム製品の販売、加工用原料とドライハーブ

の収集と供給を行っている。 
 

場所 加工用原料とドラ

イハーブを供給し

た森林利用者数 

Ak-Suu 7 

Orto-Oruktu 12 

Otradnoe 15 

Shakhta 2 

Jety-Oguz 2 

Tup 8 

合計 46 

 

 

 
 成果 3の達成状況 (3)

 成果 3（：林産品ビジネス振興のためのハンドブックおよび事例集が共有される）につい

ては、国内研修の実施回数と参加者数は当初の計画値に到達しなかったものの、概ね達成

されたと言える。成果 3 の指標と達成状況は表 26 に示すとおりである。 
 国内研修、第三国研修、本邦研修、営林署の試験圃場における活動を通して提供された

技術と知識は、ハンドブックと事例集にまとめられた。また、営林署職員、森林利用者お

よびその他のステークホルダー向けに、林産品の生産、加工・販売、横断的な分野を網羅

した 6 タイトルのハンドブックが作成された。これらのハンドブックには、林産品ビジネ

スに取り組むうえで必要とされる基本的な技術や手続が記載されている。林産品の生産か

ら加工・販売までの 5 つのビジネスに関連する事例集は、営林署職員、森林利用者および

その他のステークホルダーに事例の検証結果を共有するために作成された。これらのハン

ドブックや事例集に記載された技術的な情報や教訓をステークホルダーに共有するため、

全国セミナーが 6 州で開催された。 
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表 26  成果 3の指標と達成状況 

成果 3: 林産品ビジネス振興のためのハンドブックおよび事例集が共有される。 

指標 プロジェクト終了時の達成状況 

3-1  計 100 回以上の国内研修が、のべ 500 名

以上のターゲット営林署および SAEPF 職

員の参加者に対して実施される。 

 林産品生産ビジネスの振興のため、果物栽培

技術、病虫害管理、生物農薬、点滴灌漑に関

する計 60 回の国内研修が、のべ 364 名の 11

営林署職員に対して実施された。 
 林産品加工ビジネスの振興のため、ジャム生

産、マーケティング、ビジネスマネジメント、

財務管理に関する計 7 回の国内研修が、6 営

林署ののべ48名の職員に対して実施された。 

3-2  計 5 回以上の第三国研修が、のべ 35 名以

上のターゲット営林署および SAEPF の職

員の参加者に対して実施される。 

 林産品生産ビジネスの振興のため、計 6 回の

第三国研修が、のべ 48 名の営林署（7 営林署）

と SAEPF の職員の参加者に対して実施され

た。内訳は、カザフスタンにおけるわい化・

半わい化リンゴ苗木の繁殖技術に関する研

修が計 3 回、ロシアにおけるシーバクソンに

関する研修が計 2 回、ポーランドにおけるわ

い化リンゴ生産に関する研修が計 1 回とな

る。 

 林産品加工ビジネスの振興のため、計 2 回の

第三国研修が実施された。 内訳は、カザフ

スタンにおける 3名のバリクチ営林署職員に

対する研修が計 1 回、ウズベキスタンとカザ

フスタンにおける 5 名のチュイ、カラコル、

ジェティオグス営林署職員に対する研修が

計 1 回となる。 

3-3  計 3 回以上の本邦研修が、8 名以上のター

ゲット営林署および SAEPF 職員の参加者

に対して実施される。 

 本邦研修が、計 3 回（2016 年に 3 名、2017

年に 3 名、2018 年に 2 名の営林署職員の参加

者を対象）実施された。 

3-4  7 営林署において林産品生産ビジネスの

振興のための試験圃場が設立される。 

 果樹やシーバクソンの苗木や台木を栽培す

るため、7 営林署において計 10 箇所の試験圃

場が設立された。 

3-5  林産品ビジネス振興のためのハンドブッ

クが作成される。 

 6 タイトルのハンドブックがロシア語とキル

ギス語で作成された。 

3-6  林産品ビジネス振興のための事例集が作

成される。 
 5 種の事例集がロシア語で作成された。 

3-7  スタディツアーとセミナーが、それぞれ 3

回と 4 回、のべ 190 名の参加者に対して

 2 回のスタディツアー、3 回の対象州でのセ

ミナー、1 回の全国セミナーが、のべ 383 名
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実施される。 の参加者に対して実施された。 

 
2-2-2.  プロジェクト目標と指標（目標値とプロジェクト終了時の実績値） 

 林産品ビジネス振興に必要なターゲット営林署の知識と技術が向上し、全国のステーク

ホルダーにターゲット営林署の経験が共有されたことで、プロジェクト目標は達成された

ものと結論づけられる。 
 プロジェクト目標の指標と達成状況は表 27 のとおりであり、指標は主に営林署職員の能

力の向上度を測るものとなっている。本プロジェクトは対象州内の林産品ビジネス振興の

ため、営林署職員に対して研修とセミナーを実施した。全国セミナーは対象州以外の 3 州

でも開催され、ハンドブックと事例集は SAEPF、DFED、営林署および森林利用者・民間果

樹園経営者・大学・国内／国際機関を含む全国のステークホルダーに共有された。 
 

表 27  プロジェクト目標の指標と達成状況 

プロジェクト目標: 林産品ビジネス振興体制 1 がターゲット営林署において改善され、その経験

が SAEPF および全国のステークホルダー2 間で共有される。 

指標 プロジェクト終了時の達成状況 

1. 80％以上のターゲット営林署で林産品生産

ビジネスの振興に関する知識と能力が向上

する。 

 全ての営林署職員の能力が向上したわけで

はないが、各ターゲット営林署の全体的な能

力は向上した。 

 2018 年 9 月に開催された第 1 回セミナー

（2-1-3 参照）のアンケート結果によると、

100%のターゲット営林署職員がセミナーに

参加したことによって林産品生産ビジネス

に関する知識が向上したと回答している。 

 評価調査結果によると、 

1) 果物栽培ビジネスに関する季節研修に参

加した営林署職員の 87%が研修をとおし

て、全くもしくは一部新しい知識と技術

を習得した。 
2) 上記のうち、67%の参加者は研修で習得し

た知識と技術を実践している。 

2. 30%以上のターゲット営林署で林産品加

工・流通ビジネスの振興に関する知識と能力

が向上する。 

 バリクチ、イシククリ、チュプ、カラコル、

ジェティオグス、アクスーの 6 営林署は、管

轄地域内で加工・流通ビジネスに携わってい

る森林利用者を本プロジェクトとともに支

援してきた。 

 2018 年 11 月に開催された第 2 回セミナー

（2-1-3 参照）のアンケート結果によると、

90%以上のターゲット営林署職員がセミナ
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ーに参加したことによって林産品生産ビジ

ネスに関する知識が向上したと回答してい

る。 

3. 80%以上のターゲット営林署で林産品ビジ

ネス振興を目的とした国有林地のリースの

手続に関する理解が向上する。 

 全ての営林署職員の能力が向上したわけで

はないが、各ターゲット営林署の全体的な能

力は向上した。 
 2019 年 7 月に開催された第 3 回セミナー

（2-1-3 参照）のアンケート結果によると、

90%以上のターゲット営林署職員がセミナ

ーに参加したことによって、土地リースを含

む森林利用手続に関する規則の知識が向上

したと回答している。 

4. 計 100 名以上の SAEPF 職員および全国のス

テークホルダーの、林産品ビジネス振興のハ

ンドブックと事例に関する知識が向上する。 

 SAEPF 職員および全国のステークホルダー

の、林産品ビジネス振興のハンドブックと事

例集に関する全体的な知識が向上した。 

 189 名が全国セミナーに参加し、ハンドブッ

クと事例集を受け取った。 

 2019 年 9 月と 10 月に 6 州で開催された全国

セミナー（2-1-3 参照）のアンケート結果に

よると、約 90%以上の参加者がセミナーに参

加したことによって知識が向上したと回答

している 

 
2-2-3.  PDMに設定されていないその他の成果の達成状況 

 
 試験圃場における果樹の台木と苗木の生産状況 (1)

 2-1-3 で述べたとおり、本プロジェクトの支援のもと、7 営林署が試験圃場を設立し、果

物とシーバクソンの母樹、苗木、台木を栽培した。表 28 は試験圃場に導入されたリンゴと

シーバクソンの苗木と台木の生存率を示したものである。 
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表 28  導入されたリンゴとシーバクソンの品種と生存率（2019年 8月時点） 

 
出典: プロジェクトチーム 

注 1）有望な台木は 2019 年秋に収穫予定。 
  2）網がけは、母樹から収穫した新梢の植栽により母樹数が増えた箇所。
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Planted trees (no.) b 174 174 174 522 36 36 558
Remained trees (no.) c 124 101 147 372 23 23 395
Survival rate (%) d=c/b 71% 58% 84% 71% 64% 64% 71%
Planted trees (no.) e 10 14 14 10 5 8 10 12 83 108 300 258 666
Remained trees (no.) f 8 11 8 6 3 8 10 8 62 411 731 798 1,940
Survival rate (%) g=f/e 80% 79% 57% 60% 60% 100% 100% 67% 75%
Planted trees (no.) h 10 15 14 10 5 8 10 12 84 100 100 100 300
Remained trees (no.) i 10 15 14 9 0 8 10 12 78 188 488 261 937
Survival rate (%) j=i/h 100% 100% 100% 90% 0% 100% 100% 100% 93%
Planted trees (no.) k 6 9 11 8 4 9 0 0 47 232 232 232 696
Remained trees (no.) l 6 9 11 8 4 9 0 0 47 254 370 404 1,028
Survival rate (%) m=l/k 100% 100% 100% 100% 100% 100% 0% 0% 100%
Planted trees (no.) o 116 116 74 306 9 5 14 320
Remained trees (no.) p 84 126 112 322 9 52 61 383
Survival rate (%) q=p/o 72% 109% 151% 105% 100% 1040% 436% 120%
Planted trees (no.) u 20 29 29 20 10 16 20 24 168 407 407 407 1,221 174 174 174 522 36 5 41 563
Remained trees (no.) v 20 23 29 20 7 10 20 23 152 240 790 688 1,718 88 105 58 251 16 9 25 276
Survival rate (%) w=v/u 100% 79% 100% 100% 70% 63% 100% 96% 90% 51% 60% 33% 48% 44% 180% 61% 49%
Planted trees (no.) x 34 46 45 32 16 27 40 30 270 880 880 880 2,640 165 205 228 61 42 40 40 781 34 15 49 830
Remained trees (no.) y 24 23 23 16 8 12 34 18 158 904 1,140 797 2,841 8 12 3 30 26 10 16 105 13 12 25 130
Survival rate (%) z=y/x 71% 50% 51% 50% 50% 44% 85% 60% 59% 5% 6% 1% 49% 62% 25% 40% 13% 38% 80% 51% 16%
Planted trees (no.) aa 20 29 29 20 10 16 20 24 168 407 407 407 1,221 50 60 50 55 215 30 30 245
Remained trees (no.) ab 17 24 26 18 8 14 20 17 144 933 550 867 2,350 22 51 41 35 149 22 22 171
Survival rate (%) ac=ab/aa 85% 83% 90% 90% 80% 88% 100% 71% 86% 44% 85% 82% 64% 69% 73% 73% 70%
Planted trees (no.) ad 20 29 29 20 10 16 20 24 168 109 109 109 327 174 174 174 522 18 4 22 544
Remained trees (no.) ae 20 27 28 18 9 17 19 19 157 230 593 350 1,173 70 72 62 204 12 15 27 231
Survival rate (%) af=ae/ad 100% 93% 97% 90% 90% 106% 95% 79% 93% 40% 41% 36% 39% 67% 375% 123% 42%
Planted trees (no.) ag 20 29 29 20 10 16 20 24 168 407 407 407 1,221 174 174 174 40 40 40 40 682 36 14 50 732
Remained trees (no.) ah 6 14 15 15 7 6 19 22 104 332 220 288 840 142 150 144 27 16 21 25 525 32 9 41 566
Survival rate (%) ai=ah/ag 30% 48% 52% 75% 70% 38% 95% 92% 62% 82% 86% 83% 68% 40% 53% 63% 77% 89% 64% 82% 77%
Planted trees (no.) aj 140 200 200 140 70 116 140 150 1,156 2,650 2,842 2,800 8,292 977 1,017 998 151 142 130 135 3,550 169 73 242 3,792
Remained trees (no.) ak 111 146 154 110 46 84 132 119 902 3,492 4,882 4,453 12,827 516 566 526 79 93 72 76 1,928 125 47 224 1,928
Survival rate (%) al=ak/aj 79% 73% 77% 79% 66% 72% 94% 79% 78% 53% 56% 53% 52% 65% 55% 56% 54% 74% 64% 93% 51%

Forestry
Enterprise

Nursery
Name

Planted trees/Remained trees
as of October 2018 and suvival

rate

Apple mother tree plots Sea buckthorn mother tree plots
For graftwood and budwood production For rootstock propagation*1 Female for cutting propagation Male for cutting

propagation

Issyk-Kul
FE

Tegirmenty
Nursery

Year of introduction

Chui FE Tokmok
Nursery

Ak-Beshim
Nursery

Shamshy
Nursery

Bakai-Ata
FE

Urmaral
Nursery

Ken Aral
Nursery

Karakol
FE

Karajal
Nursery

Jety-Oguz
FE

Jety-Oguz
Nursery

Total

Balykchy
FE

Sarykamysh
Nursery

Tup FE Maichunkur
Nursery
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 2019 年 8 月時点で、カラコルとチュプ以外の営林署は、接ぎ木と穂木用のリンゴの母樹

の全体平均生存率で好結果を出している。わい化リンゴの増殖については、計 12,827 本の

新梢が 2019 年秋に台木として収穫され、翌年に接ぎ木もしくは芽接ぎのために使用される

予定である。 
 雌木と雄木を含むシーバクソンの母樹数は計 2,152 本となっている。表中、母樹から収穫

した新梢を新たに植栽したことで母樹数が増えた箇所は、網掛けで示している。休眠枝も

しくは緑枝の挿木によるシーバクソンの母樹数の合計値は表 29 のとおりである。 
 

表 29  休眠枝もしくは緑枝の挿木によるシーバクソンの母樹の生産状況 

 
出典: プロジェクトチーム 

 
 試験栽培品種の品種登録 (2)

 キルギス国内で園芸作物を生産して販売するには、それらが農業省に品種登録されてい

ることが条件として必要になる。本プロジェクトでは、7 営林署に設立された試験圃場の試

験データをもとに登録申請手続を支援した結果、21 の新品種（リンゴ、アプリコット、チ

ェリー、プラム、シーバクソン）が 2019 年度の品種登録簿に登録された。これにより、キ

ルギスの果物産業において、これらの新規登録品種の苗木や果物を公式に国内で生産し、

販売することが可能となった。 
 

表 30  2019年の新規登録品種（21品種） 

果樹名 品種 

リンゴ（苗木） 01. Piros 

02. Gala 

03. Red Chief 

04. Early Geneva 

05. Mutsu 

リンゴ（台木） 06. M26 

アプリコット（苗木） 07. Nishoni 

08. Shalah 

アプリコット（台木） 09. Pumi select  

チェリー（苗木） 10. Regin 

11. Cordia 

チェリー（台木） 12. Colt  

プラム（苗木） 13. Top hit 

2018 2019
Year 2 Year 3

a) Total hardwood cuttings harvested 3,139 34,572 pcs
b) Total greenwood cuttings harvested 9,035 pcs
c) Total cuttings harvested (c=a+b) 3,139 43,607 pcs

Activities and outputs
Unit
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シーバクソン（苗木） 14. Djemovaya 

15. Elizaveta 

16. Inya 

17. Gnom 

18. Chuiskaya 

19. Kladiya 

20. Sudarushka 

21. Altayskaya 
出典：キルギス農業省 

 
 
2-3.  PDM改訂の変遷 

 プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）は本プロジェクトの開始以降、2 度にわ

たって改訂された。 
 第 1 回目の改訂は 2016 年 7 月に開催された JCC 会合で行われ、当初の PDM では未設定

のままとなっていたプロジェクト指標を決定することを主目的とした。 
 第 2 回目の改訂は 2019 年 9 月に SAEPF と JICA の間で、2015 年 9 月に署名された協議議

事録（R/D）の改訂を通じて行われた。この改訂はプロジェクト目標と成果の変更をも含む

ものとなったが、これは 2018 年にキルギス政府が、財政法、森林利用手続に関する新規則、

森林開発基本方針（Concept of Forest Sector Development）などを含む新政策や法律を新たに

導入したことが主な要因となった。もともと本プロジェクトの成果として設定されていた

「全国ビジネス行動計画の策定」や「営林署の収入増加」に代えて、ハンドブックを含め、

ビジネス振興に関する経験を共有することが新たな達成目標として設定された（詳細は添

付資料 3 を参照）。 
 
 
2-4.  その他 

2-4-1．環境社会配慮に関する結果（該当する場合） 

 
 該当事項なし。 
 
2-4-2．ジェンダー配慮/平和構築/貧困削減に関する結果（該当する場合） 

 
 該当事項なし。 
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3. 合同評価の結果 

 
3-1.  DACの評価基準に基づくレビュー結果 

 開発援助委員会（DAC）の評価 5 項目に基づいたレビューの結果は以下のとおりである。 
 

3-1-1.  妥当性 

 
妥当性：高い 
 
 本プロジェクトの開始時点では、国家森林開発方針（2004-2025）がキルギス政府の森林

セクターの主要な政策となっていた。2017 年、本プロジェクトは SAEPF の要請を受け、キ

ルギスの森林セクターの新政策となる新たな国家森林開発方針（-2040）とその行動計画

（2019-2023）（Concept of Forest Sector Development up to 2040 and the Action Plan of 2019-2023）
の策定に対する支援を行った。この結果、本プロジェクトの取り組みは森林セクター開発

の経済分野の戦略を達成するための行動計画のなかに位置づけられる形となった。 
 キルギスに対する日本政府の援助方針においては「市場経済化に基づく経済成長を通じ

た貧困削減の促進」が主要コンセプトとなっており、農業・農村開発はこのコンセプトの

重要なコンポーネントの一つとなっている。このため、本プロジェクトが掲げた「地方に

おける林産品ビジネスの開発」という目標は、日本政府の ODA 政策と合致していると言え

る。 
 
3-1-2.  有効性 

 
有効性：高い 
 
 本プロジェクト開始当初、成果 1 の活動として、営林署の現況、林産品生産とそれらの

市場の情報収集および分析のためベースライン調査が実施され、調査結果は有望な林産品

と市場の特定に十分に活用された。その成果をもとに各ターゲット営林署によって営林署

ビジネスサブプランが策定され、本プロジェクトは営林署が営林署サブプランを実施でき

るよう支援するため、林産品生産と加工に関する活動を行った。その結果、森林利用手続

や林産品生産・加工を含む分野で森林利用者の能力が向上した（成果 2）。 
 営林署と森林利用者がプロジェクト活動から得た経験と教訓は、ハンドブックと事例集

にまとめられた。成果 3 にあるとおり、ハンドブックと事例集を SAEPF や全国のステーク

ホルダーに共有するため、対象 3 州だけでなく他 3 州において全国セミナーが開催された。 
 プロジェクト活動によって国有林地のリースの手続や林産品生産・加工に関する対象 3
州の営林署の能力が向上し、営林署がプロジェクト活動から得た経験と教訓をまとめたハ

ンドブックと事例集が 6 州の全国セミナーでステークホルダーに共有されたことから、プ

ロジェクト目標は達成されたと考えられる（2-2-2 項参照）。3 つの成果の達成がプロジェク

ト目標の達成につながったことから、本プロジェクトの有効性は高かったものと結論づけ



 

40 
 

られる。 
 
3-1-3.  効率性 

 
効率性：中程度 
 
 日本人専門家の派遣を含め、キルギス側と日本側の投入の量はプロジェクトの成果を効

率的に生み出すうえで、概して適当であったと言える。プロジェクト開始時には計画され

ていなかった果樹栽培の専門家も、営林署職員や現地の民間果樹園経営者の指導のために

追加投入された。SAEPF に供与された資機材も適切に活用された。 
 7 営林署による試験圃場の設立や苗木・台木の栽培を支援するため、農業用の資機材も追

加的に供与された（2-2-1 項参照）。プロジェクト終了時にはその一環として、イシククリ営

林署が管轄する国有林地で、現地企業である「Platform investments」社への現地再委託工事

を通じて井戸が設置された。この投入は、プロジェクト期間内における成果の達成のため

というよりは、同営林署がプロジェクト終了後に計画するデモンストレーションのための

果樹園造成のための支援として行われた。 
 
3-1-4.  インパクト 

 
インパクト：中程度 
 
 本プロジェクトの上位目標（：林産品ビジネス振興事業が全国で実践される）の達成に

向けたインパクトに関しては、4-1 節で後述するように、SAEPF によって必要な予算や人員

が確保され、国有林利用規則の改訂が実現された場合、正のインパクトが発生しうるもの

と考えられる。 
 ナリン州、オシュ州、ジャララバード州で開催された全国セミナーでは、本プロジェク

トがハンドブックと事例集とともに紹介したわい化リンゴとシーバクソンの栽培ビジネス

や加工・流通ビジネスが参加者から高い関心を集めた。しかし、知見共有のための同セミ

ナーが開催されたのはプロジェクト活動終了の 2 ヶ月前であり、またそれでなくともビジ

ネスの振興に向けては一度のセミナーにとどまらず、一層の取り組みが必要とされる。こ

のため、本プロジェクト活動がこれらの地域での新しい林産品ビジネスの開始に貢献しう

るものとなったか否かは未確認である。 
 対象 3 州の森林利用者または民間企業が行う林産品ビジネスへの本プロジェクトのイン

パクトに関しては、様々な面で良い効果が見られている。本プロジェクトが実施した研修

やセミナーに参加した後、新たな林産品ビジネスをすでに始めたか、もしくは計画してい

る森林利用者が出てきている（2-2-1 項参照）。例えば、森林利用者グループがドライハーブ

や原料供給ビジネスに従事するようになった例も複数見られている。評価調査の結果によ

れば、ドライハーブ・フルーツ、ジャム生産、マーケティング・販売促進の研修を受けた

森林利用者の 41%が、研修のおかげで利益が上がった、もしくは高値で商品が売れるよう

になったと回答している。 
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 本プロジェクトは林産品ビジネスを振興するなかで、森林利用者に対し、林産品の利用

にあたっては営林署の指導のもとで法的に定められた手続に従うことや、バイヤーと基本

合意書を取り交わすことを促していた。その結果、いくつかの森林利用者グループは営林

署から森林チケットを購入した後に国有林地でシーバクソンやバーベリーといった原料を

採集し、基本合意書に従って民間企業に原料を供給した。この国有林利用規則の手続に従

った契約ベースのビジネスモデルは、キルギスで今後促進されるべき林産品ビジネスの方

向性を示すものであると言える。 
 本プロジェクトはまた、長年、野生のシーバクソン果実のみが消費と加工のために採集・

利用されてきたキルギスにおいて、その栽培生産ビジネスの発展につながりうる新たなチ

ャンスを作り出したと言える。シーバクソン生産ビジネスのフィージビリティを実証する

ために営林署が検証すべき技術レベルの課題はまだ多く残っているが、本プロジェクトが

ロシアからシーバクソンの新品種を試験圃場に導入し、キルギス国内で初めてその品種登

録を実現したことは注目に価すると考えられる。 
 この結果、シーバクソンの新規登録品種の国内栽培が法的に可能となり、現時点ではよ

り多くの民間セクターの個人がシーバクソン果樹園の設立に関心を抱くようになっている。

将来、営林署が増殖した苗木の民間セクターへの販売がもし可能となれば、生産と加工の

双方の観点から林産品ビジネスの振興につながる可能性がある。また、森林利用者による

野生シーバクソンの過剰採取を防ぎ、それらが保全されることで、キルギスにおける環境

や自然資源管理の促進にもつながりうると考えられる。 
 
3-1-5.  持続性 

 
持続性：中程度 
 
 財政的持続性：2018 年にキルギスに新たな財政法が導入されて以降、国有林地のリース

料が自らの収入源とならなくなったことで営林署は財政難に陥っている。本プロジェクト

は活動へのその悪影響を避けるため、第三国研修やセミナーに参加した営林署職員への日

当交通費の支給、試験圃場運営に必要な農業資機材の投入、森林利用者への加工・流通ビ

ジネスに関する研修への現地専門家の投入において、資金的に営林署を支援した。SAEPF
と営林署が抱える最大の課題は、プロジェクト終了後も同様に林産品ビジネス振興のため

の活動を継続するための予算を確保することにあると考えられる。 
 
 組織的持続性：林産品ビジネスの振興に向け、営林署には本プロジェクトから得られた

技術と知識を管轄地域内の森林利用者や民間企業に広めていくことが求められる。また、

試験圃場を運営している 7 つのターゲット営林署は、プロジェクト終了後も習得した技術

のデモンストレーションを継続し、増殖した果樹の苗木を販売することが期待されている。

しかし、試験圃場での活動に従事した苗畑管理人を含め、本プロジェクトの指導や研修を

受けた多数の職員が営林署の再編や部署間での配置換え、離職などによって職場や業務を

離れている。プロジェクトの成果が持続しうるか否かは、これらの人員と技術的知識を有

効的に活用できるよう、SAEPF の組織体制面でいかに対応に努めるかにかかってくると思
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われる。 
 
 民間セクター主導によるビジネス開発の可能性：3-1-4 項で述べたとおり、全国セミナー

の参加者はわい化リンゴの栽培同様、シーバクソン生産にも高い関心がある。特にイシク

クリ地方においては、2018 年に開催した第 1 回と第 2 回セミナーに参加した民間事業者や

と企業はソーシャルネットワークを通してつながっており、わい化リンゴ果樹園ビジネス

を含む果物ビジネスのクラスターの開発について活発な議論を行ってきている。また、本

プロジェクト期間中に実践された原料供給ビジネスは、もしバイヤー側の企業に公共セク

ターの支援なしでも同様のビジネスに取り組む意思があれば、持続されうると考えられる。

高いモチベーションを持つ民間セクターの森林利用者や企業が主体となる形で、本プロジ

ェクトが対象とした林産品ビジネスがさらに振興していく可能性は期待しうる。 
 
 
3-2.  プロジェクトの実施と成果に影響を及ぼした主な要因 

 PDM 上では、本プロジェクトの上位目標の達成に影響を及ぼしうる要因（「外部条件」）

として、以下が想定されている。 
 
（1）SAEPF と営林署において林産品ビジネス振興に必要な予算措置と人員配置が行われる。 
（2）共同森林管理（JFM）に関する政策が維持される。 
 
 また、PDM では以下の 3 点が、プロジェクト目標を達成するために必要な外部条件とし

て規定されている。 
 
（3）SAEPF のカウンターパートの大部分と関係者が同庁に継続的に職員として在籍する。 
（4）林産品の生産を阻害する気象条件が発生しない。 
（5）プロジェクトがターゲットとする林産品の市場に大きな変化が起きない。 
 
 プロジェクト期間中、（1）と（2）の条件については大きな変化があり、プロジェクトの

実施と成果の達成に影響を与えた。一方、条件の（3）、（4）、（5）についてはプロジェクト

実施の間、充足された。 
 条件（1）の予算と人員に関しては、SAEPF の予算と人員の制約から、プロジェクト期間

中に十分な予算措置と人員の配置はなされなかった。また条件（2）については、プロジェ

クトが実施されている間に、JFM に関するキルギス政府の政策が大きく変化した。政策の

変更に関しては、森林開発基本方針（2004-2025）の見直しがあったうえ、さらに国家森林

プログラム（2004-2015）と国家森林開発行動計画（2006-2010）の後継として、新たな行動

計画が策定された。これらの政策環境の大きな変化のもと、新たな森林開発基本方針

（2018-2040）とそれに付随する行動計画、および国有林利用規則が新たに制定された。 
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3-3.  プロジェクトのリスクマネジメントに関する評価 

 本プロジェクトは、上記 3-2 節で述べた 2 つの大きなプロジェクト運営上のリスクを管理

し、プロジェクトの成果が確保できるように対応した。一つ目のリスクは、条件（1）に関

連した、SAEPF の予算と人員不足によるプロジェクトのパフォーマンスの低下であり、も

う一つのリスクは、条件（2）に関連した政策の変更である。 
 前者に対するリスクマネジメントは、プロジェクトの成果発現を担保するために適切に

行われたと評価できる。SAEPF 側に期待されていた予算・人員と、現実に確保された予算・

人員にはギャップがあったが、本プロジェクトは日本人専門家や現地専門家による技術支

援やファシリテーションの実施、試験圃場の設置に必要とされる資機材の供与、林産品加

工ビジネスのマッチングサービス提供などを通じてそれを補った。また、第三国研修とセ

ミナー実施の際は、交通費や日当宿泊費を提供するなどの特別措置を講じ、この不足を補

完した。 
 後者の政策や法規制の変更リスクに対するマネジメントも、適切に行われたと評価でき

る。政策環境の変化により、もともと設定されていたプロジェクト目標とデザイン自体が、

新しい国家森林政策や国有林利用規則と整合しなくなった。このため、SAEPF と JICA はプ

ロジェクトの成果とアウトカムを確保できるよう PDM を改訂し、新しい国家森林政策（2-3
節と 3-2 節を参照）に沿ったプロジェクト目標と活動を再設定した。コンサルタントチーム

は PDM と R/D の改訂に関する協議の開始を適切なタイミングで提案し、その合意のプロセ

スを支援した。また、改訂 PDM に定義された成果と目標の達成を担保すべく、支援に必要

な予算構成とコンサルタントチームの配置を再構築した。 
 また、本プロジェクトはキルギスの新たな森林開発基本方針案の策定、新たに統合化さ

れた国有林利用規則案の作成、その国会承認に必要な規制影響評価（RIA）の実施にも貢献

した。一方で、国有林利用規則については、規定された手続の複雑さや不備のため政府や

民間のステークホルダーが適切に運用することが困難な状況であると考えられ（表 22 参照）、

見直しが行われる見込みである。このため、本プロジェクトの終了時点では、政策案と規

則案の作成支援の成果については結論が見えていない状況である。 
 
 
3-4.  教訓 

3-4-1.  SAEPFに関する教訓 

 プロジェクトを実施するなか、SAEPF が策定した国有林利用規則（2018 年 4 月、政令 192
号）の関連細則は、営林署と森林利用者にとって理解や遵守が困難であることが明らかに

なった。 
 SAEPF は細則の改訂の必要性を認識しており、2019 年の 1 年間を改訂のための期間に充

てるとしている。この改訂が実現し、よりシンプルで透明性の高い国有林のリース手続規

則が改めて規定されることにより、国有林地における林産品生産ビジネスに対する民間の

投資意欲が高まることが期待される。 
 営林署の限られた予算と人員は、引き続き SAEPF の課題として残されている。本プロジ

ェクトの実施を通じ、営林署が苗畑で苗木生産を拡大することにより留保可能な収入を増

大しうることが実証された。この結果から、プロジェクト対象 3 州の営林署で、この収入
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拡大の可能性を現実のものとし、苗畑事業と林産品ビジネス振興活動の財務的な持続性を

確保することが期待される。 
 
3-4-2.  営林署に関する教訓 

 7 つのターゲット営林署の試験圃場で行われているわい化リンゴ苗とシーバクソン苗の

生産活動は、プロジェクトの終了時の 2019 年末時点においても発展途上の段階にある。 
 増殖されたわい化リンゴ苗とシーバクソン苗の最初の販売は 2020 年に実現することが想

定されており、今後、営林署はわい化リンゴとシーバクソンの果樹園を試験的に造成し、

果実生産を行うことにより、一連の生産技術の導入と開発の事業の区切りをつける必要が

ある。苗木の販売において営林署は十分な利益を確保できる価格設定を行うことが求めら

れ、この場合、苗木の契約栽培を行い、価格変動のリスクを最小限に抑えることも考慮す

る必要がある。 
 キルギスの乾燥した気候条件のもとでは、湿潤地域の栽培より病虫害の発生が少ない傾

向がある。しかしながら、殺菌剤や殺虫剤を使用しない場合、わい化リンゴとシーバクソ

ンが病虫害により被害を受けるリスクはキルギスでも非常に高い。さらに、最近キルギス

に広まった火傷病により、当地のリンゴ園は甚大な被害を受けている。そのため、営林署

にとって、適正な農薬の使用方法に関する知識を習得することは不可欠である。 
 
3-4-3.  森林利用者と民間企業支援に関する教訓 

 本プロジェクトを実施した結果、対象 3 州の国有林地には高い市場ポテンシャルを有す

る林産品の資源があるにもかかわらず、多くの森林利用者や地元住民が、ビジネスの成功

に不可欠な基礎知識を持たないまま、これらの林産品を活用したビジネスに携わっている

実態が判明した。アクスーの CBO の例が示すように、ドナーの援助を受けて林産品加工の

ための資機材を得ながら、技術的知識の不足や現実的なビジネスプランの欠如により、こ

れらの資機材を十分に活用できていない人々が多い傾向にある。 
 4-3-3 項で後述するように、森林利用者や民間企業にとっては、マーケットを分析したう

えで商品開発に取り組むこと、投入可能な資金と人員を踏まえたプランを立て、動員する

ことがビジネスの持続性を確保するうえで重要である。製品の付加価値を高めるために、

食品衛生と安全基準を遵守し市場の信頼を得ること、「国有林地を合法的に利用して生産・

販売された林産品」としてプレミアムをつけること、野生のシーバクソンやハーブの採集

から栽培へと切り替えることで均一的な品質のバルク生産を可能とし、契約栽培を行うこ

とで、販売に伴うリスクを低減すること、などが推奨される。 
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4. プロジェクト終了後の上位目標達成に向けて 

 
4.1．上位目標の達成見込み 

 新しく策定された森林開発基本方針（2018-2040）とその行動計画上では、国有林地に対

する民間投資の促進が森林政策上の重要な方針となっている。本プロジェクトの活動はこ

の方針に基づいた活動の一環であることから、JICA 支援が終了したのちも SAEPF がこれら

の活動を継続し、本プロジェクトの上位目標（：林産品ビジネス振興のための活動が、全

国で実施される）を達成することが期待される。 
 一方で、SAEPF が抱える予算と人的資源の制約、また国有林利用規則の再検討と改訂作

業の遅れは、上位目標の達成を阻害する要因となりうる。営林署はプロジェクト終了後に

活動を継続すれば収入の増加につながるため、財務面で活動を推進していくインセンティ

ブはあると言えるが、これらの阻害要因が軽減されない限り、上位目標を達成できる見込

みは低くもなりうる。 
 
 
4-2.  上位目標達成に向けたキルギス側の実施計画と体制 

 上位目標は全国での林産品ビジネスの振興を目指すものであり、本プロジェクト期間中

に対象 3 州でパイロットとして行われた林産品ビジネス振興事業が、プロジェクト終了か

ら 3年後に、全国の 80％の営林署によって行われることがその指標として設定されている。

SAEPF がこの上位目標を達成するためには、向こう 3 年間、現在のプロジェクトの実施体

制を維持することが期待される。 
 
4-2-1.  実施計画 

 上位目標の達成に向け、SAEPF には年間予算と事業計画策定のプロセスにおいて、必要な

活動を組み入れることが期待される。下表では、プロジェクトが支援した主要な 3 分野に

関して、上位目標達成のために具体的に検討されるべき活動を示した。 

 わい化リンゴの苗木生産と果樹園造成の分野で今後 3 年間に行われるべき活動のステッ

プは表 31 に示すとおりである。 

 

表 31  わい化リンゴの苗木生産と果樹園造成に向けて行うべき活動 

スケジュールと活動州 わい化リンゴ苗木生産 わい化リンゴ果樹園造成 

第 1 年次（2020） 
・ プロジェクト対象 3 州 

 

 苗木の生産と販売。 

 

 わい化リンゴ果樹園の試験

的な造成。 

第 2 年次（2021） 

・ プロジェクト対象 3 州 
  

・ 他 4 州での普及準備 

 

 苗木生産と販売の増加。 
 

 試験圃場の設置準備。 

 

 わい化リンゴ果樹園での 2

年目の生産管理。 
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第 3 年次（2022） 

 全国でのわい化リンゴ生

産ビジネスの振興活動 

 

 わい化リンゴ苗生産の全国

での振興活動の実施。 

 

 わい化リンゴ生産の全国で

の振興活動の実施。 

 

 シーバクソン苗木生産と果樹園造成の分野で今後 3 年間に行われるべき活動のステップ

は表 32 に示すとおりである。 

 
表 32  シーバクソンの苗木生産と果樹園造成に向けて行うべき活動 

スケジュールと活動州 シーバクソン苗木生産 シーバクソン果樹園造成 

第 1 年次（2020） 

 プロジェクト対象 3 州 

 

 苗木の生産と販売。 

 

 シーバクソン果樹園の試

験的な造成。 

第 2 年次（2021） 
 プロジェクト対象 3 州 

 

 他 4 州での普及準備 

 

 苗木生産と販売の増加。 
 

 試験圃場の設置準備。 

 

 シーバクソン果樹園の 2年

目の生産管理。 

第 3 年次（2022） 
 全国でのシーバクソン生

産ビジネスの振興活動 

 

 シーバクソン苗生産の全

国での振興活動の実施。 

 

 シーバクソンの果実生産

の全国での振興活動の実

施。 

 
 林産品加工ビジネス振興の分野で、今後 3年間に行われるべき活動のステップは表 33 に

示すとおりである。 

 
表 33  林産品加工ビジネス振興のために行うべき活動 

スケジュールと活動州 ジャム生産 ドライハーブ生産 原料供給 

第 1 年次（2020） 
 プロジェクト対象 3

州 

 

 生産とマーケティ

ングを OVOP の協

力を得ながら行う

ことを斡旋する。 

 

 契約によるドライ

ハーブ生産と販売

を斡旋する。 

 

 契約による林産品

加工原料の生産と

販売を斡旋する。 

第 2 年次（2021） 

 プロジェクト対象 3

州 
 他 4 州での普及準備 

 

 生産とマーケティ

ングを OVOP の協

力を得ながら行う

ことを、より斡旋

する。 

 

 契約によるドライ

ハーブ生産と販売

の斡旋を強化す

る。 

 

 契約による林産品

加工原料の生産と

販売の斡旋を強化

する。 

第 3 年次（2022）    
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 全国での林産品加工

ビジネスの振興活動 

 全国規模で生産と

マーケティングを

OVOP の協力を得

ながら行うことを

斡旋する。 

 全国で契約による

ドライハーブ生産

と販売の斡旋を強

化する。 

 全国で契約による

林産品加工原料の

生産と販売の斡旋

を強化する。 

 
4-2-2.  上位目標達成に向けた SAEPFの実施体制 

 上位目標の達成に向けて上記の活動を計画し管理していくために、現在のプロジェクト

実施体制がそのまま継続されることが期待される。この体制では、SAEPF の副長官の指示

のもと、DFED 局長が森林管理組織・情報システムモニタリング課の職員とともに活動の実

施に責任を持つことになる。 
 
 
4-3.  キルギス側に対する提言 

 SAEPF、営林署、森林利用者、民間企業に対する JICA コンサルタントチームからの提言

は以下のとおりである。これらの提言のほとんどは、上記で述べてきたプロジェクトの実

施結果と教訓に基づいており、プロジェクト終了時に実施した全国セミナーと JCC 会合の

場で、それぞれの関係者に共有された。 
 
4-3-1.  SAEPFに対する提言 

 
(1) 「国有林利用規則（2018 年 4 月・政令 192 号）」の細則は、営林署と森林利用者の双方

にとって理解し遵守することが難しい。 
 
提言： SAEPF は国有林地の適切な利用による林産品ビジネスを促進するため、規則の改

訂を行うべきである。特に、森林利用料の計算方法と支払スケジュール、入札時に参加者

から提出される森林利用プロポーザルの評価方法、森林利用契約の様式、森林チケットや

森林資源採取証明書の取得に関する条項を見直し、わかりやすく現実的に実践可能な内容

に整理する必要がある。 
 
(2) 営林署の人員と予算を確保する努力が必要である。 
 
提言： 本プロジェクトの支援のもとで行われてきた果樹苗木の生産活動を持続させ、他

の営林署へと広げていくためには、営林署に対して必要な人員を配置し、予算措置を行う

さらなる努力が SAEPF に求められる。2018 年の新たな財政法の制定に伴い、営林署はそれ

まで主たる財源となっていた国有林地のリース料収入を国庫に納めることとなり、苗木販

売からの収入により依存するようになってきている。また、新たな調達規程により、営林

署の苗畑の管理運営は競争入札による外部委託で実施することが義務づけられる流れとな

ってきており、営林署自身の人員は減少傾向にある。このような環境のなか、営林署にと
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って必要な人員を確保し収入を増加させる施策が求められる。 
 
(3) 対象 3 州で開始された林産品ビジネス振興の活動を今後持続させるには、まだ課題が

残されている。 
 
提言： 全国の営林署における林産品ビジネス振興を目指す前に、本プロジェクトで支援

した 3 州のターゲット営林署においてビジネス振興を確かなものとすることが重要であり、

このためには SAEPF は引き続き 3 州の営林署の能力向上にプライオリティを置くべきであ

る。これらの能力向上が達成された後、次のステップとして、他州の営林署における林産

品ビジネス振興活動の普及を試みることが妥当と考えられる。 
 
4-3-2  営林署に対する提言 

 
(1) 7 つのターゲット営林署の試験圃場におけるわい化リンゴ苗とシーバクソン苗の生産

活動は、技術的にもまだ発展途上の段階である。 
 
提言： 7 営林署は、林産品生産ビジネスの振興のみならず自己財源を確保する目的のため

にも、将来的に高品質の苗木供給者として市場に認知され、収益性のある事業を行ってい

くことが必要になる。そのためには病虫害フリーで健全な苗木の生産を目指しさらなる努

力を積み重ねるべきである。 
 
(2) 病虫害のリスクを適切かつ効果的・効率的に管理するべきである。 
 
提言： 営林署は注意深く予察を行い、また研究機関や専門家から適切なコンサルテーシ

ョンを受けることにより、病虫害のリスクの低減を図ることが求められる。特に火傷病に

ついては急速な感染拡大を防ぐためにも予察と病害のコントロールが不可欠であり、大き

な経済的な損害や回復のためのコストの発生を回避するよう、心がける必要がある。 
 
(3) 営林署が販売する苗木の価格は、利益を確保し、苗木生産を財務的に持続させるため

に必要な水準に設定する必要がある。 
 
提言： 営林署は、本プロジェクトによる試験圃場の財務分析結果（わい化リンゴ苗とシ

ーバクソン苗生産を取り扱った林産品生産ビジネスの事例集を参照）を踏まえ、中間レベ

ルの価格シナリオとして示された単価を目標販売価格として、苗畑経営事業の収支管理を

行うべきである。 
 
(4) 契約に基づいた生産が重要である。 
 
提言： 営林署は、苗木と果実の生産を契約に基づいた形で行うべきである。JICA の支援

プロジェクトである OVOP は新たな商品開発のため、SAEPF と営林署との交渉と合意のう
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えで、2020 年に同庁からシーバクソンの苗木と果実を調達することに関心を持っている。

SAEPF や営林署は、このよう機会を逃すことなく契約ベースの生産を拡大すべきである。 
 
(5) わい化リンゴとシーバクソンのデモンストレーションのための果樹園の設置が必要で

ある。 
 
提言： 本プロジェクトのターゲット営林署はプロジェクト期間中に、わい化リンゴとシ

ーバクソンの果実生産のデモンストレーションのための果樹園を設置することができなか

った。このため、プロジェクト期間中に形成された技術面の人的ネットワークを活用しな

がら、これらのデモンストレーション園の設置と生産を試みるべきである。この目的のた

め、民間セクターのリンゴ生産者や技術者の協力を得て、果樹栽培のパフォーマンスにつ

いて評価も行っていくべきである。 
 
(6) 森林利用者、民間企業、営林署間の情報共有が不十分である。 
 
提言： 現在の法的な枠組みにおける制約と営林署職員が有する経験や知見を考えると、

営林署自身が直接林産品の加工と流通ビジネスを営むことは困難であると思われる。した

がって、営林署はその代わりに、森林利用者、民間企業、営林署間で林産品ビジネスの振

興に関わる情報が共有されるようリードし、促進していくことに注力すべきである。 
 
4-3-3.  森林利用者と民間企業に対する提言 

 
(1) 新しい栽培技術と品種の導入により、林産品ビジネスの機会を拡大すべきである。 
 
提言： 森林利用者と民間企業には、リンゴのわい化栽培やロシアのアルタイよりプロジ

ェクトが導入したシーバクソン品種の栽培に取り組むことで、新たなビジネスの可能性を

追求することが薦められる。また、営林署の試験圃場で増殖されたわい化リンゴ苗とシー

バクソン苗を購入し、活用することも期待される。 
 
(2) マーケット分析に基づいた商品の開発が重要である。 
 
提言： 林産品加工ビジネスに取り組む森林利用者や住民組織、企業は、商品の量産を試

みる前に、「天然由来の成分を含みヘルシーである」「砂糖の使用量が少ない」など、消費

者のニーズを分析したうえでそれに基づいた商品開発をしっかり行う必要がある。ターゲ

ットとする消費者層を明確にしたうえで、そのターゲットに訴求しうる商品を適正かつ効

果的に提供する必要がある。 
 
(3) 林産品の生産・加工において食品衛生・安全管理を強化すべきである。 
 
提言： 林産品加工ビジネスにおいては、一般的衛生管理プログラム（PRPs）、HACCP、
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EEU 技術規則などの各種基準に基づく形で生産加工のための施設、設備、プロセスを整備

することが、商品の安全性を確保するうえで非常に重要である。従業員に対する衛生管理

指導も含め、生産加工のすべてのプロセスの改善を図る際は、食品安全の専門家を活用す

ることが推奨される。 
 
(4) 現実的な資金計画と人員管理計画を策定するべきである。 
 
提言： 森林利用者や地域住民が林産品ビジネスに取り組む場合、実際に利用可能な資金、

資材、人的資源を見極めたうえで、それらを効率的に活用しながら利益を確保し、継続的

な事業運営を行えるようにするため、現実的で無理のない生産・販売計画を策定すべきで

ある。計画を実行するに際しては、ビジネスにともに参画する各関係者の役割と責任の分

担、説明責任などを明確にし、事業に対する各自のオーナーシップを高める必要がある。 
 
(5) 他のドナー支援プロジェクトとの協働により、ビジネスリスクの低減を図るべきであ

る。 
 
提言： 林産品加工ビジネスに携わる森林利用者と地域住民は、生産管理とマーケティン

グの分野で OVOP+1 が提供するビジネス開発サービスを活用し、ビジネススキルとノウハ

ウを向上させ、ビジネスリスクの低減を図ることも考慮すべきである。 
 
(6) 価格プレミアムを得るために、国有林利用規則を遵守することが重要である。 
 
提言： 国有林地の森林資源は不適切な管理により簡単に枯渇する可能性があるため、営

林署による適正な管理が不可欠である。このような背景から、林産品加工ビジネスを行う

企業は、営林署からの公式に許可を得て合法的に採集された林産品を原料として入手し、

利用することが必要となってきている。こうした企業向けに原料を供給する森林利用者は、

国有林利用手続の規則に則って採集した林産品には付加価値がつく可能性があり、また適

正な資源利用が自らのビジネスの持続性につながることを認識すべきである。 
 
(7) 契約に基づいた生産と、当事者による契約の履行が必要である。 
 
提言： 本プロジェクトを実施するなかで確認されたように、生産者とバイヤーの間で事

前に合意書が結ばれた場合、口頭での合意のみで取引を行う際に起こりがちな約束不履行

のリスクを大きく低減させることができる。森林利用者は、最低でも年に 1 度、バイヤー

と直接交渉し、取引する林産品の量、取引時期、デリバリーの条件、要求される品質につ

いて条件を決定のうえ、双方の合意事項の履行を確約するべきである。このような契約履

行の精神は今後奨励されていく必要がある。 
 
(8) 野生の林産品の「採集」から「栽培」への切り替えを進めるべきである。 
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提言： ドライハーブの販売ビジネスでは、乾燥用原料として採集が必要となる野生ハー

ブの量と種類が年ごとに異なり、その収量、生育状況、採集のタイミングも毎年の天候に

左右されている。このため、森林利用者は、野生ハーブの採集に頼るより、ハーブ栽培に

よる生産を考慮すべきである。栽培によってハーブの品質管理がより容易になり、作業の

計画性も向上するため、安定的な収入につながる可能性が高まる。 
 
(9) 自身の能力と地域の社会経済環境に応じ、適正規模の投資を考慮すべきである。 
 
提言： 林産品の加工・乾燥技術の向上や貯蔵設備の改善は、商品の市場価値を高めるう

えで必要だが、政府やドナーの支援により森林利用者や地域住民に無償あるいは安価に提

供された最新の乾燥設備が、電力供給の不備、劣悪な道路事情、利用管理に関する専門的

なノウハウの欠如などの問題のために活用されていないケースが多く見られている。林産

品ビジネスに取り組む森林利用者は、自らの能力や現地の環境条件を考えたうえで、適正

な規模の投資を行うよう心がけることが重要である。 
 
 
4-4.  プロジェクト終了後から事後評価時までのモニタリング計画 

 プロジェクト終了後の活動のモニタリング計画は SAEPF と営林署によって未だ策定され

ていない。一方、4-2-2 項で述べた SAEPF の実施体制のもと、DFED の森林管理組織・情報

システムモニタリング課がプロジェクト終了後のモニタリングと評価の任に当たることが

妥当である。今後このような体制のもと、プロジェクト終了後の活動に関する記録や定期

報告書が、事後評価時に使用できるよう管理保管されることが期待される。 
 

以上 
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本プロジェクトの結果

（専門家派遣、カウンターパート配置、研修実績等）
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表 A-1  専門家の派遣実績一覧 

氏名 専門科目 所属先
1 Toshifumi Serizawa Chief Advisor/ Forest Management 

(Sep 2015 – Nov 2019) 
JIN Corporation 

2 Hideki Sonoyama Deputy Chief Advisor/ Business Plan 
Development 1 (Sep 2015 - Nov 2019) 

JIN Corporation 

3 Tadashi Shimizu Production of Forest Products 1 
(Sep 2015 - Nov 2019) 

JIN Corporation /TAC 
International 

4 Takumi Togashi Marketing of Forest Products 
(Sep 2015 - Nov 2019) 

Hokkaido Intellect Tank 
(HIT) 

5 Koh Nakamura Production of Forest Products 2/ Training 
(Sep 2015 - Mar 2018) 

Hokkaido Intellect Tank 
(HIT) 

Junko Ishikawa Production of Forest Products 2/ Training 
(Apr 2018 - Nov 2019) 

Hokkaido Intellect Tank 
(HIT) 

6 Yuki Akahori Coordinator/ Business Plan Development 2 
(Sep 2015 - Jul 2017) 

JIN Corporation 

Misa Abiko Coordinator/ Business Plan Development 2 
(Jul 2017 - Nov 2019) 

JIN Corporation 

7 Hiroo Koike Fruits production 
(Mar 2019 - Nov 2019) 

JIN Corporation 

表 A-2  現地専門家（スタッフ）配置実績一覧 

氏名 タイトル
1 Nurlan Sultanov National Leader / JFM Promotion (Oct 2015 - Nov 2019) 
2 Aisuluu Duishebaeva Administrative Officer / Private Sector Investment (Feb 2016 - Nov 

2019) 
3 Begaiym Naimanova Procurement Officer / Training (Jan 2018 - Oct 2019) 
4 Kanaat Musuraliev National Assistant / JFM Promotion (Oct 2015 - Nov 2019) 

表 A-3  カウンターパートの配置実績 (SAEPF本部) 

氏名 タイトル SAEPF 内の所属先・職位 
1 Sheripov Eldiyar Project director 

(Dec 2017- Nov 2019) 
Deputy director, State Agency for 
Environmental Protection and Forestry 
(SAEPF)  

Jumaev Nurlan Project director 
(Sep 2015-Dec 2017) 

Ditto 

2 Jumaev Nurlan Project manager 
(Dec 2017- Nov 2019) 

Director, Department for Forest 
Ecosystem Development (DFED), 
SAEPF  

Sheripov Eldiyar Project manager 
(Jan 2017-Dec 2017) 

Ditto 

Ormonov Adyl Project manager 
(Sep 2015-Jan 2017) 

Ditto 

3 Aliev Mairambek Liaison officer 
(Sep 2015-Feb 2018) 

Head, Unit for Sustainable Management 
of Forest Resource, 
DFED, SAEPF 

Venera Surapaeva Liaison officer 
(Feb 2018-Nov 2018) 

Head, Unit for Monitoring of 
Organization of Forest Management and 
Information System, DFED, SAEPF 

Askar Ermatov Liaison officer 
(Nov 2018- Nov 2019) 

Chief specialist, Unit for Monitoring of 
Organization of Forest Management and 
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Information System, DFED, SAEPF 
4 Askar Ermatov Production of forest 

products 
(Feb 2018- Nov 2019) 

Chief specialist, Unit for Monitoring of 
Organization of Forest Management and 
Information System, DFED, SAEPF 

5 Almaz Seidaliev Processing of forest products 
(Feb 2018-Nov 2018) 

Chief specialist, Unit for Sustainable 
Management of Forest Resource, 
DFED, SAEPF 

Asankanova Aimeerim Processing of forest products 
(Nov 2018- Nov 2019) 

Specialist, Unit for Sustainable 
Management of Forest Resource, 
DFED, SAEPF 

表 A-4  カウンターパートの配置実績（営林署） 

氏名 職位 営林署
1 Soltonbekov Ishenbek Head (Aug 2018 - )  Frunze FE 

Anantaev Anvar Head (2016 - Jul 2018) Frunze FE 
Seidaliev Almaz Deputy (Aug 2018 - ) Frunze FE 
Soltonbekov Ishenbek Deputy (May 2017 - Aug 2018) Frunze FE 
Tynymseitov Torokan Deputy (2015 - May 2017) Frunze FE 

2 Muratov Melisbek Head (May 2019 - ) Chui FE+Yssyk-Ata FE 
Akylbekov Azis Deputy (May 2019 -) Chui FE+Yssyk-Ata FE 
Muratov Melisbek Head (Jun 2017 - May 2019) Chui FE 
Akylbekov Azis Deputy (2015- May 2019) Chui FE 
Soltonbekov Ishenbek Head (2015-Apr 2017) Chui FE 

3 Alabachaev Emil Head (2015- May 2019) Yssyk-Ata FE 
Nasridinov Kenjebek Deputy (2015- May 2019) Yssyk-Ata FE 

4 Ysupov Rysbai Head (Oct 2017 - ) Jaiyl FE 
Izabekov Manap Deputy (Aug 2015 - ) Jaiyl FE 
Muratbek uulu Turatbek Head (2015 - Oct 2017) Jaiyl FE 

5 Zhanaliev Ergeshbai Head (2015 - ) Talas FE 
 Tulejanov Sagynbek Deputy (2015 - 2018) Talas FE 

Djanybaev Amazbek Deputy (2018 - Nov2019) Talas FE 
6 Raiymbekov Shailobek Head (2015 - ) Bakai-Ata FE+Manas FE 

Bekmurzaev Mirbek Deputy (May 2019 -) Bakai-Ata FE+Manas FE 
Manasov Maksatbek Deputy (2015-May2019) Bakai-Ata FE 

7 Mambetov Almaz Head (May 2019 - ) Issyk-Kul FE 
Karybai uulu Talantbek Deputy (May 2019 -)  Issyk-Kul FE 
Mukanbetov Maksat Head (2016-May2019) Issyk-Kul FE 
Mambetov Almaz Deputy (2015-May2019) Issyk-Kul FE 

8 Mukanbetov Maksat Head (May 2019 -) Karakol FE+Ak-Suu FE 
Makeev Bakyt Deputy (Jul 2019 -) Karakol FE+Ak-Suu FE 
Abdyldaev Ruslan Deputy (May2019-Jul2019) Karakol FE+Ak-Suu FE 
Abdyldaev Jyrgalbek Head (2016- May 2019) Karakol FE 
Sulaimanov Kurmanbek Deputy (Sep2018-May2019) Karakol FE 
Beksultanov Jenishbek Deputy (2016-Sep 2018) Karakol FE 

9 Ryspaev Maksat Head (Jul 2018 - ) Jety-Oguz FE 
Osmonakunov Esenbek Deputy (Oct 2019 -) Jety-Oguz FE 
Toktakunov Jyldyzbek Head (Nov2016 - Jun 2018) Jety-Oguz FE 
Chukumbaev Choro Head (2015- Nov 2016) Jety-Oguz FE 
Mambetov Nurlan  Deputy (Jun 2016 - March 2019) Jety-Oguz FE 

10 Isaev Esengul Head (May 2019 - ) Balykchy FS+Ton FE 
Aliev Shairbek Deputy (May 2019 -) Balykchy FS+Ton FE 
Aliev Shairbek Head (2018 - May 2019) Balykchy FS 
Jantaev Kaanatbek Head (2015-2018) Balykchi FS 
Aliev Shairbek  Deputy (2015-2018) Balykchi FS 
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11 Kabykeev Aidar Head (Jun 2018 -) Tup FE 
Musaev Nargiz Deputy (Jun 2018 - Feb2019) Tup FE 
Tokombaev Kubanbek Head (2016 - March 2017) Tup FE 
Osmonakunov Esenbek Deputy (2016 - Jun2018; Feb 

2019 - Oct 2019) 
Tup FE 

12 Ybykeev Bakyt Head (2016- May 2019) Ak-Suu FO 
Abdyldaev Ruslan Deputy (2016- May 2019) Ak-Suu FO 
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表 A-5  研修実績（林産品生産分野）

  

FE staff Tenants Private
owners Others Total Female

1 Talas 2016-10-19 7 4 0 2 13 2 Cultivation techniques (Prunning, grafting, etc)
Bakai Ata 2016-10-19 7 5 0 2 14 0 Cultivation techniques (Prunning, grafting, etc)

2 Chui 2016-10-21 3 10 0 0 13 1 Cultivation techniques (Prunning, grafting, etc)
3 Balykchy 2016-10-25 8 15 0 0 23 5 Cultivation techniques (Prunning, grafting, etc)
4 Balykchy 2016-10-26 8 8 0 0 16 4 Pest & disease control
5 Balykchy 2016-10-26 8 8 0 0 16 3 Drip irrigation
6 Talas 2016-11-25 7 8 0 0 15 1 Pest & disease control

Bakai Ata 2016-11-25 6 2 0 2 10 0 Pest & disease control
7 Balykchy 2017-03-06 17 13 0 0 30 4 Cultivation techniques (Prunning, grafting, etc)
8 Yssyk Ata 2017-03-07 7 16 0 0 23 2 Cultivation techniques (Prunning, grafting, etc)
9 Chui 2017-03-09 8 1 0 0 9 2 Pest & disease control

Chui 2017-03-09 8 1 0 0 9 2 Biotic pesticide
Yssyk Ata 2017-03-09 1 0 0 0 1 0 Pest & disease control
Yssyk Ata 2017-03-09 1 0 0 0 1 0 Biotic pesticide

10 Jayil 2017-03-10 6 2 0 0 8 0 Cultivation techniques (Prunning, grafting, etc)
11 Karakol 2017-03-13 3 0 0 0 3 0 Cultivation techniques (Prunning, grafting, etc)

Jety Oguz 2017-03-13 3 2 0 0 5 0 Cultivation techniques (Prunning, grafting, etc)
12 Issyk-Kul 2017-03-14 7 2 0 0 9 0 Cultivation techniques (Prunning, grafting, etc)

Tup 2017-03-14 2 0 0 0 2 0 Cultivation techniques (Prunning, grafting, etc)
13 Chui 2017-03-17 2 16 0 0 18 1 Cultivation techniques (Prunning, grafting, etc)
14 Chui 2017-03-23 6 2 0 2 10 1 Drip irrigation
15 Bakai Ata 2017-03-25 4 14 0 1 19 0 Pest & disease control

Bakai Ata 2017-03-25 4 14 0 1 19 0 Biotic pesticide
16 Jety Oguz 2017-03-27 0 0 0 0 0 0 Pest & disease control

Jety Oguz 2017-03-27 0 0 0 0 0 0 Biotic pesticide
Karakol 2017-03-27 15 0 0 0 15 0 Pest & disease control
Karakol 2017-03-27 15 0 0 0 15 0 Biotic pesticide

17 Balykchy 2017-04-15 6 7 0 0 13 3 Pest & disease control
Balykchy 2017-04-15 6 7 0 0 13 3 Biotic pesticide

18 Frunze 2017-11-14 12 4 0 0 16 4 Cultivation techniques
Frunze 2017-11-14 12 4 0 0 16 4 Pest & disease control

19 Chui 2017-11-15 4 8 0 0 12 2 Cultivation techniques
Chui 2017-11-15 4 8 0 0 12 2 Pest & disease control

20 Balykchy 2017-11-18 13 4 2 0 19 5 Cultivation techniques
Balykchy 2017-11-18 13 4 2 0 19 5 Pest & disease control

21 Issyk-Kul 2017-11-19 3 3 8 1 15 3 Cultivation techniques
Issyk-Kul 2017-11-19 3 3 8 1 15 3 Pest & disease control

22 Tup 2017-11-20 2 15 1 0 18 1 Cultivation techniques
Tup 2017-11-20 2 15 1 0 18 1 Pest & disease control

23 Jety Oguz 2017-11-21 11 7 8 3 29 0 Cultivation techniques
Jety Oguz 2017-11-21 11 7 8 3 29 0 Pest & disease control

24 Karakol 2017-11-22 15 1 1 0 17 0 Cultivation techniques
Karakol 2017-11-22 15 1 1 0 17 0 Pest & disease control

25 Bakai Ata 2017-11-24 7 19 0 1 27 2 Cultivation techniques
Bakai Ata 2017-11-24 7 19 0 1 27 2 Pest & disease control

26 Talas 2017-11-25 6 22 1 0 29 2 Cultivation techniques
Talas 2017-11-25 6 22 1 0 29 2 Pest & disease control

27 Jayil 2017-11-28 7 4 0 0 11 1 Cultivation techniques                               
Jayil 2017-11-28 7 4 0 0 11 1 Pest & disease control

28 Bakai Ata 2017-12-06 12 4 0 0 16 1 Drip irrigation
29 Balykchy 2017-12-11 10 3 0 0 13 4 Drip irrigation
30 Karakol 2017-12-12 16 0 1 0 17 0 Drip irrigation
31 Issyk-Kul 2017-12-13 9 5 1 0 15 0 Drip irrigation
32 Frunze 2017-12-15 7 3 0 0 10 1 Drip irrigation
33 Chui 2017-12-17 8 6 1 0 15 3 Drip irrigation
34 Frunze 2018-03-26 7 5 2 0 14 3 Biotic pesticide
35 Chui 2018-03-27 5 5 5 0 15 2 Biotic pesticide
36 Talas 2018-04-03 3 34 0 0 37 4 Biotic pesticide
37 Bakai Ata 2018-04-03 9 10 0 0 19 2 Biotic pesticide
38 Issyk-Kul 2018-04-10 6 4 0 0 10 0 Biotic pesticide
39 Tup 2018-04-10 1 8 2 0 11 2 Biotic pesticide
40 Karakol 2018-04-11 6 11 0 0 17 1 Biotic pesticide
41 Jety Oguz 2018-04-11 7 0 0 0 7 0 Biotic pesticide
42 Balykchy 2018-04-12 5 9 0 0 14 5 Biotic pesticide
43 Yssyk Ata 2018-04-17 9 4 0 0 13 0 Biotic pesticide
44 Karakol 2018-05-22 7 0 1 0 8 0 Drip irrigation system
45 Balykchy 2018-05-23 7 3 0 0 10 0 Drip irrigation system
46 Alma KG 2019-02-19 7 0 0 0 7 1 Cultivation techniques (winter grafting)

476 445 55 20 996 103Gross total:

No
.

Forestry
Enterprise

Date Subject
No. of participants
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表 A-6 研修実績（林産品加工・販売分野） 

 
 
 
  

FE staff Tenants Private
owners

Others Total Female

1 Ak-Suu 2017-07-06 0 0 0 11 11 7 Marketing Marketing
Ak-Suu 2017-07-07 0 0 0 11 11 7 Marketing Marketing

2 Jalal-Abad 2017-07-09 0 0 0 5 5 3 Processing Processing
3 Ak-Suu 2017-10-02 0 0 0 5 5 3 Financial Analysis Marketing

Ak-Suu 2017-10-03 0 0 0 5 5 3 Financial Analysis Marketing
Ak-Suu 2017-11-11 0 0 0 5 5 3 Financial Analysis Marketing

4 Ak-Suu 2018-04-04 0 0 0 3 3 3 Accounting Marketing
Ak-Suu 2018-04-05 0 0 0 3 3 3 Accounting Marketing

5 Ak-Suu 2018-05-18 0 0 0 7 7 4 Sales Promotion Marketing
Ak-Suu 2018-05-19 0 0 0 7 7 4 Sales Promotion Marketing

6 Jety Oguz 2018-05-20 4 0 5 0 9 0 Herbs Processing
7 Karakol 2018-05-24 17 0 1 2 20 3 Legal, Taxation Marketing
8 Jety Oguz 2018-06-16 4 0 5 4 13 2 Fruits Processing
9 Karakol 2019-01-31 16 1 4 5 26 6 Commercial Cooperative Marketing

10 Issyk-Kul 2019-05-16 0 0 0 10 10 10 Herbs Processing
11 Karakol 2019-05-17 0 0 0 10 10 10 Herbs Processing
12 Karakol 2019-05-17 0 0 0 10 10 10 Herbs Processing
13 Karakol 2019-05-18 4 0 2 1 7 4 Herbs Processing

Jety Oguz 2019-05-18 1 0 0 0 1 0 Herbs Processing
Tup 2019-05-18 0 0 0 1 1 1 Herbs Processing
Ak-Suu 2019-05-18 0 0 2 1 3 3 Herbs Processing

14 Issyk-Kul 2019-06-13 0 0 0 7 7 7 Fruits Processing
15 Karakol 2019-06-14 0 0 0 7 7 7 Fruits Processing
16 Karakol 2019-06-14 0 0 0 18 18 18 Fruits Processing
17 Karakol 2019-06-15 2 3 0 0 5 3 Fruits Processing

Ak-Suu 2019-06-15 0 1 0 0 1 1 Fruits Processing
48 5 19 138 210 125Gross total:

No. of participantsForestry
Enterprise

DateNo. Contents Subject
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本プロジェクトの成果品リスト 
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表 A-7 成果品リスト 

成果品 タイトル 言語 作成時期 

Forest Product 
Business Plan 
林産品ビジネ

ス計画 

Forestry-Enterprise Forest Product Business Sub-Plan Russian July 2016 

Baseline 
survey report 
ベースライン

調査報告書 

Consultancy services of baseline survey and situation 
analysis of forest products production and markets 
under the Project for Development of Rural Business 
with Forest Products in the Kyrgyz Republic 

Russian 
English 
Japanese 

August 2016 

Handbooks  
ハンドブック 

Dwarf apple seedling production, orchard 
establishment and maintenance 

Russian 
Kyrgyz 

September 
2016 

 Sea buckthorn seedling production, orchard 
establishment and maintenance  

Russian 
Kyrgyz 

September 
2016 

 Drip irrigation for fruits production in Kyrgyzstan 
 

Russian 
Kyrgyz 

September 
2016 

 Application of HACCP system for Food 
Manufacturing Safety Management 

Russian 
Kyrgyz 

September 
2016 

 Technical instruction for harvesting and processing of 
forest products and conformity of processed forest 
products with the requirement of Technical Regulation 
of the Eurasian Economic Union 

Russian 
Kyrgyz 

September 
2016 

 Formation of a legal entity for forest products 
business 

Russian 
Kyrgyz 

October 2016 

Case study 
事例集 

Case study I: Forest product production business 
(financial analysis) 

Russian October 2016 

 Case study II: Forest product processing business  Russian October 2016 
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PDM(version 1-3) 
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※本PDM（Ver.1)は協議議事録（R/D）に添付されたVer.0をプロジェクト開始後に改めて確認したものであり、内容はVer.0と同じである。
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合同調整委員会（JCC）会合（第 1～7回）のミニッツ 

70



71



72



73



74



75



76



77



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

添付資料 5 
 

林産品ビジネス計画（営林署ビジネスサブプラン）の概要 
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表 A-8 林産品ビジネス計画（営林署ビジネスサブプラン）の概要   

営林署 ビジネスモ

デル（注） 
対象サイト 
（林班・面積） 

想定される事業概要 

チュイ州 
1 チュイ A+B アクベシム

（241ha） 
対象サイト（241ha）を企業と住民に新規リース

し、リンゴもしくは果物の生産・加工ビジネス

を推進する。営林署は JICA プロジェクトや外部

機関とともにテナントの要望に応じた研修実施

を検討する。テナントは灌漑用貯水池や水路の

建設、防護フェンスなどへの設備投資が必要。 
  B シャムシー

（129ha） 
対象サイトを企業と住民に新規リースし、リン

ゴもしくは果物の生産・加工ビジネスを推進す

る。営林署は JICA プロジェクトや外部機関とと

もにテナントの要望に応じた研修実施を検討す

る。 
2 ジャイル A+B ジャイル

（105ha） 
対象サイトを企業と住民に新規リースし、果物

の生産・加工ビジネスを推進する。営林署は

JICA プロジェクトや外部機関とともにテナント

の要望に応じた研修実施を検討するほか、加工

プラント建設用地も提供可。テナントは灌漑用

水路やチューブ、防護フェンスの設置、果樹園

の警備員用の宿泊所建設などの設備投資が必

要。 
3 イシクアタ A+B ダーカン 

（264 ha） 
対象サイトのうち 200ha を企業と住民に新規リ

ースし、残る地域住民向けの既存リース地

（64ha）とあわせ、リンゴ・果物の生産・加工

ビジネスを推進する。営林署は JICA プロジェク

トや外部機関とともにテナントの要望に応じた

研修実施を検討するほか、直営苗畑で生産する

苗木を安価で提供。テナントは防護フェンスの

設置などの設備投資が必要。 
タラス州  
4 タラス A+B カラドボ 

（148ha） 
 

対象サイトのうち 60ha を企業と住民に新規リー

スし、残る住民向けの既存リース地（88ha）と

あわせ、リンゴ・果物の生産・加工ビジネスを

推進する。住民向けのリース代徴収方法はプロ

フィット・シェアリング（分収）方式を想定。

営林署は JICA プロジェクトや外部機関とともに

テナントの要望に応じた研修実施を検討する。

テナントは果樹園の警備員用の宿泊所建設など

の設備投資が必要。 
  A カラドボ 

（30ha） 
 

対象サイトを住民に新規リースし、イヌバラ

（Dog rose）の生産・加工ビジネスを推進す

る。リース代徴収方法はプロフィット・シェア

リング（分収）方式を想定。営林署は JICA プロ

ジェクトや外部機関とともにテナントの要望に

応じた研修実施を検討する。テナントは点滴灌

漑の設置や果樹園の警備員用の宿泊所建設など

の設備投資が必要。 
  未定 カラドボ 

 
 

対象サイトで生産される原料（果物）の貯蔵と

加工・販売ビジネスを推進するためのプラント

設立を推進する。営林署による構想段階であ

り、詳細は記載なし。 
5 バカイアタ A ケンアラル 

（127ha） 
対象サイトのうち 85ha を住民に新規リースし、

残る住民向けの既存リース地（42ha）とあわ
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せ、リンゴ・プラム・果物の生産・加工ビジネ

スを推進する。営林署は JICA プロジェクトや外

部機関とともにテナントの要望に応じた研修実

施を検討する。テナントは灌漑用水路や点滴灌

漑、防護フェンスなどへの設備投資が必要。 
イシククリ州    
6 イシククリ A+B グリゴリエフスコ

エ 
（24 ha） 

対象サイトのうち 4ha を企業に新規リースし、

残る住民向けの既存リース地（20ha）とあわ

せ、リンゴ・果物の生産・加工ビジネスを推進

する。営林署は JICA プロジェクトや外部機関と

ともにテナントの要望に応じた研修実施を検討

するほか、直営苗畑で生産する苗木を安価で提

供。果樹園造成前の古木の除去、防護フェンス

などへの設備投資が必要。 
7 カラコル B ジルガラン 

（24ha） 
 

対象サイトを企業に新規リースし、果物の生

産・加工ビジネスを推進する。営林署は JICA プ

ロジェクトや外部機関とともにテナントの要望

に応じた研修実施を検討するほか、直営苗畑で

生産する苗木を契約に基づいて提供。テナント

は灌漑用ポンプや井戸、防護フェンスなどへの

設備投資が必要。 
  C ズヘルゲズほか 3

地域 
（80ha） 
 

対象サイトを住民に新規リースし、松ぼっくり

の採集・販売ビジネスを推進する。営林署は

JICA プロジェクトとともにテナントと一村一品

プロジェクトとの協働を側面支援。 
  B+C ジルガラン 

（800ha） 
 
 

河岸沿いの対象サイトを企業と住民に新規リー

スし、シーバクソンの採集あるいは栽培・加工

ビジネスを推進する。営林署は JICA プロジェク

トとともにテナントと一村一品プロジェクトと

の協働を側面支援。 
8 ジェティ・

オグス 
C 未定 

 
 

対象サイトを特定のうえで住民に新規リース

し、薬用植物（トリカブトなど）の採集・販売

ビジネスを推進する。営林署は JICA プロジェク

トや外部機関とともにテナントの要望に応じた

研修実施を検討する。 
9 バリクチ  B バリクチ 前 JICA プロジェクトの支援をきっかけに現地で

生産増が見込まれるアプリコットの加工・販売

ビジネスを推進するため、官民連携による小規

模加工プラントの設立と運営に取り組む。営林

署はプラント設立用の用地と建物を提供し、出

資者となりうる民間企業の発掘を目指す。 
10 チュプ A+B クトゥルグ 

（200ha） 
 

対象サイトを企業と住民に新規リースし、シー

バクソンの生産・加工ビジネスを推進する。営

林署は JICA プロジェクトや外部機関とともにテ

ナントの要望に応じた研修実施を検討するほ

か、営林署職員自身の研修機会も模索。テナン

トは対象サイトの古木の除去、灌漑用ポンプや

防護フェンスなどへの設備投資が必要。 
  B クトゥルグ 

（29ha） 
 

対象サイトを企業に新規リースし、果物の生

産・加工ビジネスを推進する。営林署は JICA プ

ロジェクトや外部機関とともにテナントの要望

に応じた研修実施を検討する。テナントは果樹

園造成前の古木の除去、灌漑用ポンプや防護フ

ェンスなどへの設備投資が必要。 
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C カーキラ／クトゥ

ルグ

（121ha） 

カーキラ（約 80ha）とクトゥルグ（約 41ha）の

それぞれに位置する対象サイトを住民に新規リ

ースし、松ぼっくりの採集・販売ビジネスを推

進する。営林署は JICA プロジェクトとともにテ

ナントと一村一品プロジェクトとの協働を側面

支援。

11 アクスー C 未定 対象サイトを特定のうえで住民に新規リース

し、松ぼっくりの採集・販売ビジネスを推進す

る。営林署は JICA プロジェクトとともにテナン

トと一村一品プロジェクトとの協働を側面支

援。ただし営林署の方針は定まっておらず、引

き続き計画の検討が必要。

C 未定 対象サイトを特定のうえで住民に新規リース

し、キノコの採集・販売ビジネスを推進する。

営林署は JICA プロジェクトとともにテナントと

一村一品プロジェクトとの協働を側面支援。た

だし営林署の方針は定まっておらず、引き続き

計画の検討が必要。

（注）ビジネスモデル 

A: 現地住民による果物・非木材林産品の生産・加工ビジネス 

B: 民間企業による果物・非木材林産品の生産・加工ビジネス 

C: 現地住民／民間企業による非木材林産品の採集・加工ビジネス 
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添付資料 6 
 

ハンドブックの概要 
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タイトル わい化リンゴの苗木生産と果樹園の設立運営 

Dwarf apple nursery tree production, orchard establishment and maintenance 

目的 1）わい性台木を使用したリンゴのフェザー苗の生産、 2）トールスピンドル製

枝法によるリンゴ園の設立、の 2 つについて解説すること。 

想定され

る読者 

キルギスもしくはその周辺地域でわい性台木を使用したリンゴのフェザー苗の

生産や、トールスピンドル製枝法を使用したリンゴ果樹園の設立を従事してい

るか、今後従事する可能性のある人々。 

内容 第 1 章 わい性台木を使用したリンゴのフェザー苗の生産 

 本章では、わい性台木によるリンゴのフェザー苗の生産方法について解説し

ており、繁殖用の穂木を収穫するための母樹園の設立・管理の方法、わい性台木

の繁殖、台木と穂木の接木や芽接ぎによる苗木生産の方法についても説明して

いる。 

 母樹園では、母樹の整枝管理を行うことで成長を促し、接ぎ木や芽接ぎ用の

しっかりとしたシュートを生産することができる。わい性台木の母樹による横

伏せ取り木の苗畑を設立する際は、わい性台木の品種とその繁殖用苗木の選択

を慎重に検討する必要がある。本書は、パテントフリーかつウイルスフリーの

M9 品種の台木を対象としている。揚接ぎによるトールスピンドル用のフェザー

苗の生産については、（1）9 か月フェザー苗、（2）2 年生フェザー苗（切り取り

なし）、（3）2 年生カットツリー(Knip tree)フェザー苗の 3 種の苗木の生産方法を

解説している。芽接ぎによる生産については、（1）1 年生フェザー苗と（2）2 年

生カットツリーフェザー苗の 2 種の生産方法を説明している。 

 

第 2 章 トールスピンドル製枝法によるリンゴ園の設立 

 本章ではトールスピンドル製枝法によるリンゴの高密植栽培園の設立と管理

の方法を様々な写真や図、表を用いて解説し、なぜこの方法が科学的にも商業

的にも効率的とされ、迅速な投資の回収が可能になっているのかを説明してい

る。また、トールスピンドル製枝法のシステムに関し、1）果樹園設立の計画、

2）サイトの選択と準備、3）果樹園への植付準備、4）果樹園における秋季の準

備、5）良質のフェザー苗の基準、6）品種の選択、の基本的な内容を解説してい

る。台木の選択は、リンゴの樹の成長度、最終的なサイズ、早期収穫性、果実の

サイズ、収量、養分に対する感応度などに影響を与えるものであるため、適切に

行う必要がある。 本章ではさらに、投入を効率的に活用しつつ最大限の収量

と品質を確保する方法のほか、収穫法、病虫害管理、天候リスクへの対策などに

ついて豊富なビジュアル情報と事例を用いて説明している。 
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タイトル シーバクソンの苗木生産と果樹園の設立運営 

Sea Buckthorn nursery tree production, nursery establishment and orchard 
maintenance 

目的 改良品種のシーバクソンの苗木生産と果樹園の設立について解説すること。 

想定され

る読者 

キルギスでシーバクソンの苗木を生産し、シーバクソンの果樹園ビジネスに従

事している人、または将来従事する可能性のある人々。 

内容 第 1 章 シ－バクソンの苗木生産 

 本章では、シーバクソンの母樹の栽培者や苗木生産者を対象に、苗木生産の

技術や運営について主に解説している。苗木生産においては、適切な土地の選

定、母樹となるシーバクソンの苗木の適性品種の購入、シーバクソンの果実の

特徴（結実樹齢、収量、寿命）と市場性（可能性のあるマーケットの位置、野生

のシーバクソン と比較した場合の価格や季節性）など多岐にわたる条件を満た

す必要がある。 

 シーバクソンの苗木繁殖においては、2つの方法（休眠枝と緑枝の挿し木法）

が収益性と費用対効果が高く、有効であることが分かっており、生産現場で実

施されてきている。休眠枝挿し木法は屋外での繁殖方法であり、より簡単、安価

で実践しやすい方法だと考えられており、大規模な増殖によく利用されている。

一方、緑枝挿し木法では、プラスチックフィルムの温室や、ミストスプリンクラ

ーなどの散水設備などのインフラが必要となる。 

 

第 2 章 シーバクソン果樹園の設立 

 キルギスの自然気候条件はシーバクソン栽培に適しており、国内の森林地帯の

ほぼ全域で栽培可能である。栽培に最適なのは標高 1200〜2500m の地域だと考

えられる。シーバクソン果樹園の栽培者はまず事前に明確な活動計画を準備し、

現場での様々な活動を適切に運営するために必要な時間と資金を投入する必要

がある。シーバクソンの果樹園設立は、キルギスではまだ困難もあり新しい試

みだが、最近では多くの事例が見られ、関連情報も入手可能となってきており、

本章はそのいくつかを説明している。病害虫管理も、農薬と除草剤を効率的に

活用しつつ最大限の収量と品質を確保するうえで重要である。本章ではさらに、

収穫法や天候リスクへの対策などについて豊富なビジュアル情報と事例を用い

て説明している。 
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タイトル キルギスにおける果物生産のための点滴灌漑 

Drip irrigation for fruit production in Kyrgyzstan 

目的 キルギスにおいて果物生産を行うための点滴灌漑システムについて、設備の各

コンポーネントの説明、設計、設置方法などを含む情報を提供すること。 

想定され

る読者 

キルギスあるいは同様の環境の地域でリンゴ、シーバクソンなどの果物や桐な

ど成長の早い木の生産に従事している人、または将来従事する可能性のある

人々。 

内容 第 1 章 点滴灌漑の紹介‐利点と欠点 

 点滴灌漑は配管システムを介して栽培地域の植物の根域に水を直接供給する

システムである。畝間灌漑やミニスプリンクラー灌漑システムと比較した場合

にコストはより高まるが、果樹の高密植栽培に適している。 

 

第 2 章 点滴灌漑システムのコンポーネント 

 本章は点滴灌漑システムの主要コンポーネントについて説明している。基本的

な点滴灌漑システムは、1）水タンクとポンプ、 2）ヘッドコントロールユニッ

ト、3）メイン・サブメインのパイプライン、そして 4）灌漑パイプラインとド

リッパーの 4 点になる。 

 

第 3 章 点滴灌漑システムの設計 

 本章では点滴灌漑システムの設計方法について解説している。 まず、システ

ムの適切な水圧管理に必要な情報を収集する。この情報には、作物の種類や栽

植間隔が含まれる。 そして土壌の質や圃場のサイズ、形状や地形、気候条件、

水源、水の質および供給といった情報も欠かせない。点滴灌漑システムを設計

する際には、作物の種類が植物と列の間隔を決定することを理解することも重

要である。 

 

第 4 章 点滴灌漑システムの設置 

 本章では点滴灌漑システムの設置方法の概要を説明している。重力式の点滴

灌漑システムについても、特に小規模（5 ha 未満）の果物生産で利用できる代替

システムとして説明している。 

 

第 5 章 リンゴ、シーバクソン、桐生産における点滴灌漑 

 本章では、リンゴ、シーバクソン、桐の 3 作物向けの点滴灌漑について取り

扱っている。 リンゴについては、5 つの成長段階に応じた給水について説明し

ている。 シーバクソンは排水性の良いやや斜面がかった砂質ローム土壌での生
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育が最適である。桐の場合は、土壌水分を十分に保つ必要があり、通常、最初に

迎える夏に 7〜21 日毎に水を十分な深さに浸透させれば十分である。 

 

第 6 章 点滴灌漑設備の維持管理とコスト 

 本章では、主に点滴灌漑施設の管理とコスト、灌漑システムの利用管理

（O&M）の基礎を説明している。ドリッパーの目詰まり防止は重要であり、対

策が必要である。O&M の財務面および制度面についても解説している。 
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タイトル 食品製造安全管理のための HACCP の導入 

Application of HACCP system for Food Manufacturing Safety Management 

目的 HACCP やユーラシア経済連合（以下、EEU）技術規則などの基準や規則に沿っ

た食品の安全管理に関する情報を解説すること 

想定され

る読者 

林産品（果物、ベリー類、ハーブ類）の加工に従事している、あるいは今後従事

する予定にある人々。 

内容 第 1 章   食の安全管理とは：HACCP、一般的衛生管理プログラム、食品安全

に関する EEU 技術規則 

 食の安全を管理するためのメカニズムである HACCP は、食品品質管理プロ

グラム全体の一部であり、食の安全にとって重要なハザード（危害要因）を明確

化し、評価・コントロールするシステムである。食品加工施設が食品製造の安全

性を確保するために実施している一連の手順は一般的衛生管理プログラム

（PRP）と呼ばれている。PRP は HACCP 適用に先立って実施すべき基本的な衛

生管理実施項目である。 

 ユーラシア経済連合圏内で流通している商品の安全性は技術規則によって保

証されている。キルギスは 2017 年 8 月 12 日に EEU に正式加盟し、「食品安全

に関する技術規則」（TR CU 021/2011）がキルギス共和国で発効した。これによ

り食品製造業者は HACCP に基づいた工程を実施・維持することが義務付けら

れるようになった。 

 

第 2 章   一般的衛生管理プログラム(PRP) 

 本章では衛生的な製造環境を確保するための一般的衛生管理プログラムにつ

いて、ISO/TS 22002-1:2009「食品安全のための前提条件プログラム－第 1 部：食

品製造」に沿って解説している。ISO では 15 項目（建物の構造と配置、装置の

清掃・洗浄及び保守、交差汚染の予防手段、有害生物の防除、要員の衛生及び従

業員のための施設、製品情報等）に関する要件が定められている。 

 

第 3 章   HACCP 導入方法のガイドライン 

 本章では HACCP 導入のための 12 の手順を、「いちごジャム」を事例として

解説している。最初の 5 つの手順（1．HACCP のチーム編成、2. 製品説明書の

作成、3. 意図する用途の確認、4. 製造工程一覧図の作成、5. 製造工程一覧図の

現場確認）は HACCP の準備手順と呼ばれ、手順 6～12（6. 危害要因分析の実

施、7. 重要管理点（CCP）の決定、8. 各 CCP の管理基準（CL）の設定、9. モ

ニタリング方法の設定、10. 改善措置の設定、11. 検証方法の設定、12. 記録と

保存方法の設定）は HACCP の 7 原則と呼ばれている。 
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タイトル 林産品の収穫・加工技術と林産加工品の EEU 技術規則 
Technical instruction for harvesting - processing of forest products and 
conformity of processed forest products with the Technical Regulations of the 
Eurasian Economic Union 

目的 薬用ハーブ、野生果実、ベリー類などの非木材林産品の収穫・加工にあたって守る

べき、国内・国際規則（国家標準規格（GOST）、ユーラシア経済連合（以下、EEU）

技術規則等）の諸要件について解説すること。 

想定される

読者 
非木材林産品の原料供給に従事する森林利用者、非木材林産品の加工に従事する

事業体や個人事業主。本書を通して、非木材林産品の加工・流通ビジネスを開始す

るにあたって順守すべき技術面及び衛生面での必要条件について見識を深めるこ

とができる。 

内容 第 1 章  林産品収穫・加工を行うにあたってのガイダンス 

 本章では非木材林産品の収穫・加工時の基本的な要件、具体的には原材料の受

入れと貯蔵、その後の加工に向けた検品と原料の下処理、加工、包装と消費者への

発送までの間の保管といった一連のプロセスにおける要件を記載している。また、

非木材林産品の収穫・加工時に利用される施設の設置・レイアウト・メンテンナン

スのための衛生基準についても取り扱っている。 

 

第 2 章  薬用ハーブの下処理・加工・保管のための技術指導 

 本章では薬用ハーブ取り扱い時のすべての過程（収穫、乾燥、包装、標識付け、

保管）での技術指導の解説が行われている。薬用ハーブの採取にあたっては、営林

署が発行する森林チケットに加えて SAEPF から許可を得なければならない。 

 

第 3 章  収穫・加工施設における野生果実・ベリー類の受入れ・下処理・加工の

ための技術指導 

 EEU 圏内を流通するすべての果実・ベリー類は食品安全に関する EEU 技術規則

（TR CU 021/2011）及び品目毎に規定される国家規格または国家間規格に適合し

なければならない。本章では果実・ベリー類の品目毎の要件（外見、香りと味、熟

度、大きさ等）と、原料として果実・ベリー類を取り扱う際の包装、貯蔵、標識付

けの過程での一般的な要件を詳細に説明している。続いて果実・ベリー類の様々

な加工方法（冷凍、乾燥、缶・瓶詰（ジュース、コンポート、ジャム、コンフィチ

ュール、ピューレ、ソース）の説明があり、本章の後半では缶・瓶詰商品を製造す

るにあたっての原材料の官能評価、物理化学的指標、調理法と原材料の調合比率

を記載している。 

 

第 4 章  野生果実・ベリー類及びその加工品の EEU 技術規則品質・安全条件への
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適合 

EEU 圏内を流通する製品の安全性は技術規則によって保証されている。キルギス

では 2017 年の EEU 加盟に伴い、食品安全に関する EEU 技術規則が発効した。野

生果実・ベリー類は青果・加工品のいずれの状態でも、「食品安全に関する EEU 技

術規則（TR CU 021/2011）」と、「食品とその標識に関する EEU 技術規則（TR CU 

022/2011）」を遵守することが義務付けられており、適合申請の手続きを踏まなけ

ればならない。本章では新規に運用開始した適合申請フォームの記載方法につい

て詳細な説明を加えている。 
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タイトル 林産品ビジネスのための法人化 

Formation of a legal entity for forest products business 

目的 林産品ビジネスを計画している小規模の森林利用者向けに、①個人事業主、②LLC

（有限会社）、③商業協同組合の 3 つの法的なビジネス形態について簡潔に概要を

解説すること。 

想定される

読者 

林産品ビジネスの実施を計画し、そのもっとも最適な実施形態についてガイダン

スを必要としている森林利用者。森林利用者のビジネスを支援する営林署職員も、

本手引書を通して、非木材林産品の加工・流通ビジネスを開始するにあたって順

守すべき技術面及び衛生面での必要条件について見識を深めることができる。 

内容 第 1 章 ビジネスの事業形態 

 本章はキルギスでビジネスを行う場合の様々な事業形態を紹介し、それぞれに

利点と不利な点があり、どの形態がベストとなるかはビジネスの目的と特徴によ

って異なる点を説明している。 

 

第 2 章 個人事業主 

 個人事業主は数ある選択肢のなかで、もっともシンプルな事業形態となる。個

人事業主は、法人や組織を形成せずに個人として事業を行う個人を指す。本章で

は、個人事業主としてビジネスを行う場合の利点と不利な点と必要手続を解説し

ている。 

 

第 3 章 LLC（Limited Liability Company：有限会社） 

 LLC はキルギス国内で最も普遍的な法人形態であり、比較的小規模なビジネス

を開始する起業家はこの形態を選択することが多い。もっともシンプルな事業形

態となる。本章では、LLC の定義と特徴、利点と不利な点、そして設立の際の法

的手続について解説している。 

 

第 4 章 商業協同組合 

 協同組合は経済的ニーズやその他のニーズを満たすために個人または法人によ

って設立される組織である。営利活動が主目的であれば商業協同組合として設立

可能であり、小規模なビジネスを他人と共同で開始することを計画する起業家に

とっては魅力的な事業形態の 1 つとなる。本章では、商業協同組合の定義と特徴、

利点と不利な点、そして設立の際の法的手続について解説している。 

 

第 5 章 3 つの事業形態のまとめ 

 本章は、上記の個人事業主、LLC および商業協同組合の 3 つの事業形態の特徴
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を一覧表で示している。 

 

第 6 章 課税  

 ベストな事業形態を選ぶにあたって考えるべき重要な要件の 1 つは課税条件で

ある。選択される事業形態によって、税金の種類や税率は大きく異なる。本章は、

個人事業主、LLC および商業協同組合への課税条件について簡潔に解説している。 
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添付資料 7 

事例集の概要
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タイトル 事例集 I: 林産品生産ビジネス（財務分析） 

目的  本事例集では本プロジェクトに参加した営林署によるわい化リンゴとシーバ

クソンの苗木生産に関する財務分析をとりあげた。「トールスピンドル整枝法を

用いたわい化リンゴの高密植栽培による生産技術」と「シーバクソンの苗木と

果実生産技術」をハンドブックで取り扱っているため、本書では、試験圃場で

のその苗木生産の財務分析結果を紹介した。 

 本事例集が対象とする読者は、わい化リンゴ苗とシーバクソン苗の生産、市

場、販売に関する最新の知見と、このような事業の経営と収益性について関心

がある者である。ハンドブックでは技術面を、本事例集では経営面を取り扱っ

ているため、読者にとってこれらは相互補完の役割をはたす。 

内容 第 1 章 事例集の目的と参加営林署 

 本章では事例集の目的とわい化リンゴ苗とシーバクソン苗の生産を試験的に

実施した 7 営林署を紹介し、7 営林署の試験圃場における生産活動を 1 つの事

業（果樹苗生産ビジネス）として統合し、財務分析の対象とすることを説明し

ている。この際、各営林署の圃場の面積を統合し、8.88 ヘクタールの事業規模

を想定した。規模を大きく想定することにより、生産性の向上と、各圃場毎に

まちまちなパフォーマンスを平準化できる効果を期待し、このような取り扱い

としている。 

 

第 2 章 事例集での財務分析の枠組み 

 本章では、財務分析の対象となる産品の設定、損益分析とキャッシュフロー

分析に必要な 10 年間の収支の枠組み、収支のパラメーターの設定、対応する経

理科目を説明している。10 年間の収支の枠組みを設定するため、収入と支出の

想定とその計算方法、損益分析、キャッシュフロー分析、財務内部収益率によ

る販売価格シナリオの感度分析、などの方法を解説している。 

 

第 3 章 10 年間の収入と事業コストの枠組みの設定 

 本章では、営林署の試験圃場の運営実績データに基づき決定された、支出パ

ラメーターの値を紹介している。これらの支出パラメーターは（1）わい化リン

ゴ苗生産スケジュール、（2）シーバクソン苗生産スケジュール、（3）産品生産

投入量、（4）苗畑経営面積、（5）形成資産額、（6）労働投入量、（7）減価償却で

ある。実際に試験圃場において投入された資金、労働力、生産資材、資本財、母

樹や苗木の生産量、などの測定に基づき、これら支出パラメーター値の選択の

妥当性を説明している。 
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第 4 章 価格と事業コストシナリオに基づく財務分析 

 本章では、試験圃場運営に参加した営林署のみならず、将来他の営林署が果

樹苗生産ビジネスを行うことを念頭に、その財務分析の結果と事例分析から導

き出される結論を報告している。報告にあたり、（1）損益分析と（2）キャッシ

ュフローから算出した財務内部収益率による販売価格シナリオの感度分析の結

果を示している。
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タイトル 事例集 II: 林産品加工ビジネス 

目的 本事例集では 2017 年～2019 年に実施された林産品加工ビジネスに関するパ

イロット活動の結果をとりまとめている。この期間、本プロジェクトは各地域

の資源を活用したビジネスの可能性を検討した後、その結果にもとづき必要な

調査、研修、試験的な活動をキルギスの民間企業や研究機関との協力のもとで

実施した。活動は、①貴重な森林資源を効果的かつ持続可能な形で利用するビ

ジネスとする、②営林署、森林利用者、加工業者等の間で情報共有や意見交換を

行う機会を拡大する、③活動の成果を一部の対象者だけでなく、幅広く地域の

関係者に伝える、の 3 つの方針に沿って実施された。 

内容 第 1 章  原料供給ビジネス 

 本章では林産品を加工用原料として供給するビジネスの事例を紹介してい

る。これは、森林利用者がジュースやジャムの加工生産企業に対し、シーバクソ

ンなどのベリー類を互いの合意条件に基づいて定期的に供給した事例である。

この活動は 2018 年、本プロジェクトが実施したセミナーで、ビシュケクに本

拠地を置く複数の加工企業と森林利用者とが意見を交換する機会を持ったこと

から始まった。森林利用者たちは本プロジェクトによる研修を受けた後、加工

企業向けの原料供給を小規模な形で試験的に実施した。

 その後、両者はその初年度の活動の経験で発生した課題を踏まえて基本合意

書を取り交わし、2019 年の収穫期にもビジネスを継続する計画である。この事

例は、果実の採集による原料供給ビジネスは地域の女性や高齢者にとって魅力

あるサイドビジネスとなりうる一方、さらに付加価値をつけるための効率的な

物流や適切な収穫計画の策定等が必要であることを示したものとなっている。 

第 2 章 半加工品ビジネス

 本章では半加工の林産品によるビジネスの事例をとりまとめた。これは、森

林利用者がハーブやベリー類を乾燥し、それらをハーブティーやアロマ等の加

工生産企業にパイロット的に販売した事例である。

この活動は 2018 年、営林署職員が本プロジェクトの研修でウズベキスタンの

大手ハーブ生産加工企業を訪問し、着想を得たことから始まった。キルギスに

帰国後、同職員はアイデアを地域の森林利用者たちと共有し、また地元で類似

ビジネスを行っている起業家に今後の小規模の試験的な事業の実施について協

力を依頼して了解を取りつけた。

 その後、初年度の事業結果から明らかになった課題を踏まえ、森林利用者と

加工企業は翌年に向けた基本合意書を締結した。2019 年もその合意条件に沿っ

たビジネスが継続される見込みである。この事例では、地域住民が半加工品ビ
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ジネスを通じて平均年金月額の 2 倍の副収入を得ることが出来ることが示され

ている。森林利用者に対するさらなるビジネスの発展のための助言としては、

野生ハーブの採集から栽培に切り替えること、最終製品までの加工を目指す場

合は身の丈にあった投資を考えること、の 2 点があげられる。 

第 3 章 加工品ビジネス 

 本章では、加工林産品によるビジネスの事例を取り扱っている。この事例で

は、林産品が地域の森林利用者の加工施設でジャムやシロップとして加工され、

最終製品が国内と海外の市場で販売された。

この活動はアクスー営林署の管轄地域の住民組織（CBO）によって始められ

た。当初、この CBO は他ドナーからジャム加工用の機材を供与されたが、加工

やマネジメントに関する知見が不足していた。

2017 年、CBO は本プロジェクトから様々な形の支援を受け、複数の種類のジ

ャムを試験的に生産し、販売した。その後、CBO はその結果と教訓を踏まえて

翌年の生産・販売計画を作ったうえ、商業協同組合に改編し、加工品の生産と販

売活動を行っている。組合の生産品は商品として有望ではあるものの、活動か

ら確認された課題を踏まえると、販売能力の向上が必要とされる。
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